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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第13期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、第12期以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第13期は新株予約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ

ん。 

     ４．第13期までの株価収益率については、当社株式は非上場でかつ、店頭登録もしておりませんでしたので記載

しておりません。 

     ５．当社は平成13年12月25日付で株式１株につき100株、平成17年６月20日付で株式１株につき２株の分割を行

っております。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 

売上高 （千円） － － － 9,618,050 10,553,216 

経常利益 （千円） － － － 3,877,660 3,775,991 

当期純利益 （千円） － － － 2,270,173 1,983,429 

純資産額 （千円） － － － 7,342,362 8,769,250 

総資産額 （千円） － － － 9,394,990 12,207,268 

１株当たり純資産額 （円） － － － 31,141.97 16,758.93 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） － － － 10,294.25 3,794.04 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益金額 

（円） － － － － 3,625.77 

自己資本比率 （％） － － － 78.2 71.8 

自己資本利益率 （％） － － － 35.3 24.6 

株価収益率 （倍） － － － － 32.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － 2,306,023 2,172,500 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － △204,416 △1,504,302 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － △655,347 △1,416,709 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（千円） － － － 6,905,056 6,888,620 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

66 

(13) 

119 

(18) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第11期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査

を受けておりますが、第10期については監査を受けておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第10期は新株引受権付社債の、第11期及び第12期は

新株引受権及び新株予約権の、第13期は新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．第13期までの株価収益率については、当社株式は非上場でかつ、店頭登録もしておりませんでしたので記載

しておりません。 

６．第13期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

７．当社は平成13年12月25日付で株式１株につき100株、平成17年６月20日付で株式１株につき２株の分割を行

っております。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 

売上高 （千円） 8,930,243 9,031,028 9,685,903 9,603,076 9,939,957 

経常利益 （千円） 2,314,153 2,358,474 3,182,532 3,876,285 3,526,894 

当期純利益 （千円） 1,265,502 809,414 1,770,425 2,268,900 1,947,956 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 307,500 307,500 307,500 422,500 2,059,726 

発行済株式総数 （株） 1,850 185,000 185,000 235,000 549,872 

純資産額 （千円） 2,976,291 3,946,413 5,504,878 7,341,088 8,730,535 

総資産額 （千円） 5,398,753 7,666,096 8,005,850 9,388,288 10,123,910 

１株当たり純資産額 （円） 1,608,805.99 21,331.96 29,756.10 31,136.55 16,699.80 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 

旧株 

140,000.00 

新株 860.00 

(－) 

1,500.00 

(－) 

3,350.00 

(－) 

3,900.00 

(－) 

1,975.00 

(975.00) 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 1,171,761.72 4,375.21 9,461.76 10,288.41 3,740.90 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益金額 

（円） － － － － 3,574.98 

自己資本比率 （％） 55.1 51.5 68.8 78.2 86.2 

自己資本利益率 （％） 49.6 23.4 37.5 35.3 24.2 

株価収益率 （倍） － － － － 32.9 

配当性向 （％） 19.9 34.3 35.0 37.9 52.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 1,527,529 2,797,718 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △1,135,696 △268,721 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 1,501,870 △2,386,826 － － 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（千円） － 5,316,625 5,458,797 － － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

160 

(19) 

173 

(22) 

74 

(15) 

63 

（ 8）

75 

（11）



２【沿革】 

平成４年４月 当社設立（東京都品川区、資本金30,000千円）。設立と同時に株式会社ダイケンより情報誌発行業

務を譲受け、事業を開始。 

  事業開始時の支社は次のとおり。 

   東京支社（東京都品川区）、大阪支社（大阪市天王寺区）、札幌支社（札幌市中央区）、 

   仙台支社（仙台市宮城野区）、名古屋支社（名古屋市中区）、九州支社（福岡市中央区） 

  事業開始時の情報誌は次のとおり。 

   札幌、東北、首都圏、東海、近畿圏、京滋（京都・滋賀）、福岡の国内７版。 

   香港、台北の国外２版。（平成10年11月「ab.CHINTAI」に集約） 

平成４年11月 ニューヨーク・ボストン版（平成10年11月「ab.CHINTAI」に集約）発刊。 

平成６年９月 本店を東京都港区に移転。 

平成７年10月 情報誌「CHINTAI」奈良版発刊。 

平成８年４月 ユーロ版（平成10年11月「ab.CHINTAI」に集約）発刊。 

平成８年７月 賃貸物件検索サイト「CHINTAI Web」（平成16年８月「CHINTAI NET/Web」に名称変更）による情報

提供サービスを開始。 

平成９年12月 情報誌「CHINTAI」北九州版発刊。 

平成10年11月 海外向けの情報誌「ab.CHINTAI」を創刊。 

平成11年１月 情報誌「CHINTAI」神奈川版発刊。 

平成11年６月 米国ZAGAT Survey,LLCと提携し、レストランガイドブック「ZAGAT SURVEY 東京のレストラン」を

創刊。 

平成11年８月 株式会社エイビー・チンタイ（東京都港区、資本金10,000千円）を子会社とする。 

  海外版情報誌「ab.CHINTAI」に関する業務を同社に移管。 

平成11年11月 広島支社を広島市中区に開設。 

  情報誌「CHINTAI」広島版発刊。 

  各種携帯情報サービスを開始。 

平成12年６月 賃貸住宅ビジネス情報サイト「digital BATIR（デジタル・バティール）」のサービスを開始。 

平成13年１月 不動産業者向け賃貸不動産業務支援システム（CRS）の開発・提供開始。 

平成13年８月 CHINTAIネットにおいて検索システム「わがままオーダー」サービスを開始。 

平成13年９月 情報誌「CHINTAI」群馬・埼玉北部版発刊。 

平成13年11月 レストランガイドブック「ZAGAT SURVEY 大阪・神戸・京都のレストラン」を創刊。 

平成14年１月 情報誌「CHINTAI」佐賀・久留米・筑後版発刊。 

平成14年６月 株式会社シージーシー（大阪市北区、資本金90,000千円）を子会社とする。 

平成14年８月 株式会社シージーシーを合併する。 

  情報誌「CHINTAI」茨城版発刊。 

平成14年９月 情報誌「CHINTAI」浜松版、熊本版発刊。 

平成14年10月 情報誌「CHINTAI」姫路・神戸西版発刊。 

平成15年１月 情報誌「CHINTAI」大分版、大阪南部・和歌山版、福島・郡山版、栃木版発刊。 

平成15年２月 情報誌「CHINTAI」青森版、長野版発刊。 

平成15年５月 CRS StandAlone（SA）版によるサービス開始。 

平成15年８月 広島支社閉鎖。支社業務は福岡印刷センター協業組合（現 株式会社ＦＰＣ）に広島オフィスとし

て代行委託する。 

平成15年10月 海外版情報誌「ab.CHINTAI」を廃刊し、海外情報はWebサイトに特化する。 

平成15年12月 CHINTAIネットにおいて検索システム「情報誌から一発部屋探し」サービス開始。 

  情報誌「CHINTAI」千葉版、埼玉版（首都圏版の分冊）発刊。 

平成16年１月 情報誌「CHINTAI」三重版（東海版の分冊）、愛知・岐阜版（東海版の名称変更）発刊。 

平成16年３月 情報誌「CHINTAI」静岡版発刊。 

  情報誌「CHINTAI」熊本版を印刷協業組合サンカラーとの共同出版により「リヴCHINTAI熊本版」と

して新創刊。 

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ（東京都港区、資本金10,000千円）を子会社として設立。 

平成16年８月 情報誌「CHINTAI」姫路・神戸西版を「CHINTAI」神戸～姫路版に名称変更。 

平成16年10月 情報誌「CHINTAI」富山版、新潟版発刊。 

平成16年11月 大阪証券取引所ヘラクレス市場に株式を上場。 

平成16年12月 本社を東京都港区虎ノ門に移転。 

平成17年１月 情報誌「CHINTAI」千葉版、埼玉版を首都圏版に統合。 



平成17年２月  CHINTAIネットにおいて賃貸生活者向けサービス「CHINTAIライフアシスト」、女性向け賃貸物件検

索サイト「ウーマンCHINTAI」を開始。 

平成17年３月  CHINTAIネットにおいて男性向け賃貸物件検索サイト「Free Style Project」を開始。 

平成17年４月  株式会社サンスイ（大阪府大阪市、資本金63,000千円）を子会社として取得。 

  CHINTAIネットにおいてＥコマース事業「CHINTAIショッピング」を開始。 

平成17年６月  株式分割（１株を２株とする）を実施。 

  情報誌「CHINTAI」沖縄版発刊。 

平成17年７月  CHINTAIネットにおいて株式会社サンマークライフクリエーションとのコンテンツ提携により「結

婚情報サービス」を開始 

平成17年８月  株式会社CHINTAI（CHINTAI Co.,LTD）に商号を変更。  

  株式会社エーシーサービス（東京都港区、資本金220,000千円）を子会社として取得。 

  CHINTAIネットにおいて賃貸オーナー様向けサイト「CHINTAIオーナ－・ナビ」を開設。 

平成17年９月  株式会社エアーアンドシーサービス（東京都港区、資本金60,000千円）を子会社として取得。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び子会社６社）は、①不動産に関する情報提供サービスを主軸としたメディア事業 ②不動

産賃貸借取引における保証人代行事業 ③不動産賃貸借取引における保険代理事業 ④システム関連事業を行ってお

ります。 

（メディア事業） 

 不動産に関する情報提供サービスは、当社で発行又は運営する媒体である、情報誌「CHINTAI」、インターネッ

ト・サイト「CHINTAI NET/Web」及び携帯電話向け情報サービス「CHINTAI NET/MOBILE」（当社ではこれらを「マル

チメディア広告パック」と総称しております。）により提供されており、その主要コンテンツはアパート、マンショ

ン、貸家などの賃貸住宅の空室情報であります。空室情報は不動産賃貸仲介業者等が出稿する広告であり、当社は各

種媒体に空室情報を掲載することにより広告料収入を得ております。インターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」

の開発・運用については、平成17年10月より連結子会社である株式会社サンスイ及び有限会社ホットブームに委託し

ております。 

 また、当社では広告クライアントである不動産賃貸仲介業者に対して、不動産業務支援システム「CRS

（Chintai Realtor support System）」導入の営業を行っております。CRSは不動産賃貸仲介業務の支援機能に加

え、当社のマルチメディア広告パックへの広告出稿機能を備えており、不動産仲介業者がCRSを利用して出稿する広

告について、当社は掲載頁数に応じた定額制の広告料金を収受しております。CRSの開発及びメンテナンスのほか、

当社の利用するシステムの運用については連結子会社である株式会社エーシーサービスに委託しております。 

 情報誌「CHINTAI」は、27地域でそれぞれの地方版を発行しております。当社にとっての情報誌の販売先は、主に

取次会社、即売会社と呼ぶ書籍・雑誌や新聞の卸売業者であり、情報誌はそれらの業者を通じてコンビニエンス・ス

トア、書店、駅売店、生協などに配本されております。 

 このほか、当社ではZAGAT Survey, LLC（ニューヨーク）との契約により、レストラン・ガイドブック「ザガット

サーベイ」を日本で出版する権利を得ており、「ザガットサーベイ 東京のレストラン」及び「ザガットサーベイ 

大阪・京都・神戸のレストラン」（ともに年刊）を出版しております。 

 ザガットサーベイは、書店で一般消費者向けに販売されるほか、法人向けに注文に応じた装丁にて販売されており

ます。 

 子会社（非連結）である株式会社エイビー・チンタイでは、海外物件の空室情報を主要コンテンツとした情報提供

サービスを行っており、主に海外旅行者・赴任者・留学者・出張者を対象として、「アパートメント・ホテル」と呼

ばれるウィークリー／マンスリー物件の広告を自社サイト「エイビー・チンタイ」に掲載し、主に賃借人の斡旋によ

る紹介手数料を得ております。また、連結子会社である株式会社エアーアンドシーサービスでは、国内５店舗及びイ

ンターネット・サイト「EX-TOUR」を窓口として、海外旅行に特化した航空チケットの販売により収益を得ておりま

す。 

（保証人代行事業） 

 連結子会社である株式会社ＨＤＡでは、保証人代行事業を行っております。当該事業は不動産の賃貸借契約時にお

いて、賃借人の連帯保証人を有料で請け負うことで収益を得ております。 

（保険代理事業）  

 連結子会社である株式会社エーシーサービスでは、保険代理事業を行っております。当該事業は不動産の賃貸借契

約時及び更新時における損害保険代理店業務を行うことで手数料収益を得ております。  

（システム関連事業）  

 連結子会社である株式会社エーシーサービス、株式会社サンスイ及び有限会社ホットブームでは、システム開発・

運営・保守事業を行っております。株式会社エーシーサービスでは、前述のCRS開発・メンテナンス、当社システム

運用委託を請け負っております。株式会社サンスイ及び有限会社ホットブームでは、前述の「CHINTAI NET/Web」の

開発・運用、自社開発商品であるグループウエア「７days」の販売を行っております。  



＜当社グループで発行、運営する媒体＞ 

（注）1．長野版、熊本版につきましては、各地域の印刷業者、広告代理店への製作許諾により発行しており、当社は許

諾先業者から売上高に応じたライセンス収入を得ております。 

2. CHINTAIライフアシストは賃貸生活者に対する情報提供を目的としたサイトで、ブライダル情報、デリバリーサ

ービス、アルバイト情報、ペット共済保険等の生活関連情報をコンテンツとしております。  

3. ウーマンCHINTAIは女性向け賃貸物件検索をコンテンツとしております。 

4. Free Style Projectは男性向け賃貸物件検索をコンテンツとしております。 

5. CHINTAIショッピングは賃貸生活者向けのクレジットカード決済によるショッピングサイトで、生活家電・家

具、キッチン・バス用品、コスメ・ヘルスケア商品等の生活関連商品をネット上で販売しております。 

6. CHINTAIオーナー・ナビは賃貸物件家主に対する情報提供を目的としたサイトで、賃貸物件経営情報・資産運用

情報をコンテンツとしております。 

7. キャンパスライフCHINTAIは賃貸物件で生活する学生への情報提供を目的としたサイトで、大学等の学校から通

学圏内の賃貸物件検索をコンテンツとしております。 

8．ＨＤＡ保証名人は、株式会社ＨＤＡ（連結子会社）の新商品「保証名人」及び同社の企業情報の提供を目的と

したサイトです。 

9．ＥＸ-ＴＯＵＲは、株式会社エアーアンドシーサービス（連結子会社）のインターネット・サイトで、海外航空

チケットをネット上で販売しております。 

  平成17年１月30日現在

種別 媒体名 

賃貸不動産情報誌 CHINTAI北海道版、CHINTAI東北版、CHINTAI福島・郡山版、CHINTAI栃木版、CHINTAI群馬版、  

CHINTAI茨城版、CHINTAI首都圏版、CHINTAI神奈川版、CHINTAI長野版（注1）、CHINTAI静岡版、 

CHINTAI浜松版、CHINTAI愛知・岐阜版、CHINTAI三重版、CHINTAI新潟版、CHINTAI富山版、   

CHINTAI京滋版、CHINTAI奈良版、CHINTAI近畿圏版、CHINTAI大阪南部・和歌山版、CHINTAI神戸～

姫路版、CHINTAI広島版、CHINTAI北九州版、CHINTAI福岡版、CHINTAI佐賀・久留米・筑後版、 

CHINTAI大分版、リヴCHINTAI熊本版（注1）、CHINTAI沖縄版  

ネット媒体情報 

サービス 

CHINTAI NET/Web 〔http://www.chintai.net/〕 

CHINTAI NET/MOBILE 

       ｉモード（NTTドコモ）、EZWeb（au）、Vodafone live!（vodafone）、    

       Ｌモード（NTT東日本、NTT西日本）、PHSでのサービス等 

エイビー・チンタイ 〔http://www.abchintai.com/〕 

CHINTAIライフアシスト （http://www.chintai.net/lifeassist/lifeguide/index.html）（注

2） 

ウーマンCHINTAI （http://www.chintai.net/style_woman/）（注3） 

Free Style Project （http://www.chintai.net/style_project/）（注4） 

CHINTAIショッピング （http://shopping.chintai.net/index.htm）（注5） 

CHINTAIオーナー・ナビ （http://owner.chintai.net/）（注6） 

キャンパスライフCHINTAI （http://www.chintai.net/style_campuslife/）（注7） 

ＨＤＡ 保証名人 （http://www.hd-a.co.jp/）（注8） 

ＥＸ-ＴＯＵＲ （http://www.ex-tour.com/）（注9） 

書籍 ザガットサーベイ 東京のレストラン 

ザガットサーベイ 大阪・京都・神戸のレストラン 



［事業系統図］ 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 



（1）不動産物件広告取引について 

 賃貸不動産物件の広告料収入については、クライアントに応じて次のとおり取り決められております。 

①株式会社エイブル及びエイブル保証株式会社 

 広告料は、マルチメディア広告パックに掲載した物件の仲介が成立したことを条件に発生し、その額は物件の

月額賃料の半月分及び付帯費用であります。発生した広告料は10日ごとに集計し、集計締め後10日以内に回収し

ます。 

②CRS導入クライアント 

 広告料は、情報誌「CHINTAI」の掲載頁数に応じた定額を地域別（版別）に設定したものを基本料金とし、そ

の掲載頁数を超えるものに関しては従量課金制を採用し決定しております。広告料は、毎月末日までに請求（一

部、従量課金部分は翌月請求）し、原則として翌月末日までに回収します。なお、クライアントの都合により追

加の広告料を支払うことで、短期的な頁数の増加を可能としております。 

③CRSを導入していないクライアント 

 情報誌「CHINTAI」の広告は版別、号別にクライアントから受注しており、広告料は基本的に頁当たりの単価

と頁数で決定されます。広告の売上は情報誌の発売日に発生し、当該月度の広告料を毎月末日までに締めて請求

し、原則として翌月末日までに回収します。 

 ①及び②においては、通信回線経由でデジタルデータの原稿をやりとりするデジタル出稿方式が採られており

出稿された物件情報は「CHINTAI NET/Web」「CHINTAI NET/MOBILE」へも掲載されますが、その掲載件数は無制

限であります（②において契約上の掲載件数を超えるものに関しては従量課金しております）。③においては、

紙ベースで原稿をやりとりする従来型のアナログ出稿方式であります。出稿された原稿は「CHINTAI NET/Web」

「CHINTAI NET/MOBILE」へも掲載されますが、掲載件数は情報誌と同じであります。平成17年10月期末現在、①

②を合わせたデジタル出稿方式が取引において占める割合は、店舗数では69.8％であり、不動産広告売上では

94.3％であります。 

（2）当社の広告メディアの特性について 

 当社が賃貸物件情報を提供しております情報誌「CHINTAI」、インターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」、携

帯電話向け情報サービス「CHINTAI NET/MOBILE」は、以下の特性を有しております。 

①情報誌「CHINTAI」 

 情報誌「CHINTAI」の販売チャネルとしては、コンビニエンスストア、書店、駅売店、生協等があります。 

 賃貸不動産情報誌においては、コンビニエンスストアは最も納品量の多い販売チャネルでありますが、いずれ

の店舗でも同種の情報誌を陳列するスペースは、数誌分に限定されているのが実情であり、大手コンビニエンス

ストアへの納品を確保することは重要な施策であります。 

 なお、出版業界の慣行として、取次会社及び即売会社に配本した出版物（書籍、雑誌）について、期間を定め

ずに返品を受け入れることを原則とする委託販売が行われており、返品の際には卸売価格と同価格で返品を受け

入れることとなっております。 

 情報通信技術の進歩と普及につれ、一般にコンピュータや携帯電話などの端末からインターネット上の情報を

安価で手軽に取得することが可能となってきており、その利用度合いも高まっております。不動産業界において

も、ネット媒体によるサービスの提供がより進展した場合、情報誌等の紙媒体の売上が減少する可能性がありま

す。 

 しかしながら、情報誌は複数の物件を一度に見比べられるため一覧性に優れ、通信環境に左右されないなどネ

ット媒体にはない長所も持っております。当社としては両媒体を二者択一ではなく、両立し補完しあうものとし

て捉えており、今後も情報誌の発行を継続していく考えであります。 

②インターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAI NET/MOBILE」 

 当社ではインターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAI NET/MOBILE」

を自社で運営するほか、インターネットの各種ポータルサイトとの提携により、幅広く情報発信をしておりま

す。賃貸不動産情報提供サービスにおいてインターネットの利用が増加していることは①で述べたとおりです

が、すでにネット媒体経由での問合せが、情報誌経由のそれを上回りつつあり、メディアとしての重要性はます

ます高まっております。 



（3）CRSについて 

 当社では広告クライアントである不動産賃貸仲介業者に対して、不動産業務支援ソフト「CRS

（Chintai Realtor support System）」の導入を勧めております。CRSは不動産賃貸仲介業務の支援機能に加え、

当社のマルチメディア広告パックへの広告出稿機能を備えており、不動産仲介業者がCRSを利用して出稿する広告

について、当社は掲載頁数に応じた定額制の広告料金を収受しております。なお、株式会社エイブル及びエイブル

保証株式会社はCRSを使用しておりませんが、CRSに含まれるデジタル出稿機能を備えたプログラムを当社が提供し

ております。平成17年10月末現在、株式会社エイブル及びエイブル保証株式会社を除く当社クライアントのうち、

CRS導入店舗の割合は62.2％であります。CRSの機能は次のとおりであります。 

①営業支援機能 

 マルチメディア広告パックへの物件情報の出稿のほか、店舗で使用するチラシの作成などクライアントの営業

を支援する機能であります。 

 広告クライアントは、インターネット通信回線を通じて、当社マルチメディア広告パックのサーバに広告原稿

をデジタルデータで出稿します。入稿データは、当社サーバのプログラムにより、自動的に各種媒体に適した形

に成型（組版）されて掲載されるため、広告出稿から掲載までの期間が短く、情報誌においては従来型の紙原稿

に比べて約10日の日数を短縮できます。言い換えると、10日分情報の鮮度が向上するということでもあります。

②在庫登録機能 

 物件情報の登録、部屋情報の登録、間取り図作成及び登録に加え、貸主情報の登録・管理等に関する機能で、

物件情報のデータベースを構築します。 

③業務支援機能 

 契約に必要な各種書類の作成や取引台帳の記帳、営業日報の作成などの締め処理、契約更新処理、退去管理な

どの不動産仲介における営業事務のサポート機能であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

株式会社ＨＤＡ 
東京都港区 10,000  保証人代行事業 100.0 

当社クライアント

の賃借人に対する

保証人代行。役員

の兼任、資金援助 

あり。 

株式会社サンスイ 神戸市西区  63,000 
 システム開発・

運営・保守事業 
100.0 

当社Webサイトの

設計・開発・運営

を業務委託してい

る。資金援助あ

り。 

株式会社エーシーサービ

ス  
東京都港区  220,000 

 システム開発・ 

運営・保守事業、 

保険代理事業 

100.0 

当社雑誌出稿シス

テムの設計・開

発・運用を業務委

託している。役員

の兼任あり。 

株式会社エアーアンドシ

ーサービス  
東京都港区  60,000  旅行事業 100.0 役員の兼任あり。 

有限会社ホットブーム 

 （注） 
神戸市西区  3,000 

 システム開発・ 

運営・保守事業 

100.0 

(100.0) 

当社Webサイトの

設計・開発・運営

を業務委託してい

る。  

（その他の関係会社） 

 株式会社ミント社 

  

大阪市北区 10,000 
 不動産賃貸、管理

他 
26.3 役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（常用アルバイト、人材会社からの派遣社員）は、年間の平

均人員を（ ）外数で記載しております。 

     ２．従業員数が前連結会計年度末に比して、53名増加しておりますが、これはＭ＆Ａ等による事業規模の拡大に

伴ったものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常用アルバイト、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

     ３．従業員数が前期末に比して、12名増加しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年10月31日現在

区分 従業員数（名） 

メディア事業 75 （11） 

保証人代行事業 7 （5） 

保険代理事業 5 （-） 

システム関連事業 32 （2） 

合計 119 （18） 

  平成17年10月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

75 （11）  35.6 4.0   5,104,979 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国の経済は、高い企業収益が維持されるなか、設備投資は増加を続け、雇用情勢、

個人消費も緩やかな改善傾向にあります。先行きについても穏やかな景気回復の継続が見込まれております。 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の主要ビジネス領域と密接に関連する住宅建設の状況は、横ばいから増加

傾向に転じており、貸家の着工件数についても堅調に推移いたしました。また、地価動向については、全国的に下

落傾向が継続するものの、三大都市圏では、住宅地、商業地とも下落幅は縮小しており、特に東京都区部において

は下げ止まりの傾向が明らかになっております。この傾向は、東京都区部に近接する地域にも広がりを見せ始めて

いるとともに、大阪圏・名古屋圏の一部にも現れてきております。これに伴い賃貸不動産市場では、都市部におけ

る業績が堅調に推移しております。 

 反面、人口が減少傾向にあるなか、総住宅数が世帯数を上回り新築の供給戸数増に対し既存物件の空室率上昇や

賃料の下落が懸念されるなか、賃貸物件も競争力が問われる時代となってきており、同時に消費者（賃貸生活者）

に対する賃貸マーケット全体でのサービスの質の向上が求められております。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、既存の賃貸不動産広告ビジネスの拡大、保証人代行事業に

おける新商品開発など、コアとなる事業の拡大を図りました。また、平成17年８月に株式会社エーシーサービスを

子会社化し、システム企画・開発力を強化するとともに、ネット媒体におけるアライアンスを積極的に展開し、集

客力の増大に努めました。反面、平成17年５月より開始いたしましたCHINTAIネットにおけるＥコマース事業

「CHINTAIショッピング」は、運営委託先である株式会社サンスイ（連結子会社）の体制整備の遅延等の要因によ

り、当初売上見込みを大きく下回る結果となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高10,553,216千円（前年同期比9.7％増）、営業利益3,567,575千円

（同8.6％減）、経常利益3,775,991千円（同2.6％減）、当期純利益1,983,429千円（同12.6％減）となりました。

     当連結会計年度における事業別の業績は、次のとおりであります。 

   （メディア事業） 

①情報誌「CHINTAI」 

 平成17年１月には首都圏における集客効果と制作及び流通コストの削減を目的とし千葉版と埼玉版を首都圏版

に統合、同年６月には沖縄版を創刊し、当連結会計年度中に情報誌は27版となりました。  

②CRS（Chintai Realtor support System） 

 賃貸不動産業務支援システム「CRS」の受注が順調に伸展いたしました。新規の顧客獲得が進んだほか、従来

顧客が紙ベースのアナログ入稿からCRSによるデジタル出稿に契約形態を切り替える動きも多く、より一層のデ

ジタル化が伸展いたしました。 

 また、出稿物件数の季節変動に応じ広告料の調整を図りたいという不動産業者の要望に対応すべく、平成17年

４月からは料金システムとして従量課金型を導入いたしました。 

③インターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」（http://www.chintai.net/） 

 各種ポータルサイトとの提携やSEO（注）対策などを積極的に推進し、自社サイトへの誘引強化を図りまし

た。また、「CHINTAI暮らしガイド」「ウーマンCHINTAI」「Free Style Project」「CHINTAIオーナー・ナビ」

「キャンパスライフCHINTAI」など賃貸生活者や家主向けサイトを新規に開設し、画一的な検索サイトからの差

別化を図りました。 

 賃貸生活者へのサービス強化の一環としてＥコマース事業「CHINTAIショッピング」を開始し、生活に便利な

商品の提供を試みましたが、運営を委託した株式会社サンスイ（連結子会社）での人員体制整備の遅延による開

始時期の遅れやＥコマース事業の経験力の不足による商品仕入れの遅延等の要因により、売上結果は当初見込み

を大きく下回る結果となりました。 

     以上の結果、当連結会計年度におけるメディア事業の業績は、売上高9,938,916千円（同3.5％増）となりまし

た。 

   （保証人代行事業） 

 株式会社ＨＤＡ(連結子会社)で展開しております保証人代行事業は、設立当初の千葉、埼玉エリアより、札

幌、仙台、東京、神奈川、愛知、大阪、兵庫、京都、広島、福岡にて事業を展開いたしました。平成17年８月に

は新商品「保証名人」をリリースし、手数料金額の見直しを実施することで他社商品との競争力を強化しており

ます。  

     以上の結果、当連結会計年度における保証人代行事業の業績は、売上高197,756千円（同1,220.7％増）となりま

した。 



    （保険代理事業） 

     株式会社エーシーサービス（連結子会社）で展開しております保険代理店事業は、アウトバンド・コールを積

極的に推進し、より質の高い顧客対応を実現させております。また、「更新キット」のリニューアルを実施する

ことで保険契約の更新時における解約などを過小に防ぐなどの施策を実施いたしました。その結果、売上高は順

調に推移しております。 

     以上の結果、当連結会計年度における保険代理事業の業績は、売上高171,058千円となりました。 

    （システム関連事業） 

      賃貸不動産業務支援システム「CRS」加盟店を対象に行っている「ヘルプデスク」業務で、新たに116店舗を獲

得しサービスを開始しております。また、管理者が効率的に店舗訪問・指導等が行えるようにするため、ノート

パソコンとコミュニケーションツールをセットにした商品を開発し、その販売を推進しております。  

     以上の結果、当連結会計年度におけるシステム関連事業の業績は、売上高245,485千円となりました。 

（注）SEO（検索エンジン最適化）とは、インターネット上の検索サイトにおいて、Webページの内容に関連する

キーワードやキーフレーズで検索をかけた際に自社のWebサイトが上位に表示されるようWebページの表現等

に改良を施すことであります。 

 (2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より16,436千円

減少し、6,888,620千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は2,172,500千円（前年同期比5.8％減）となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益3,593,234千円を計上したことを反映するものでありますが、法人税等の

支払1,699,969千円等によりその一部が相殺されております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,504,302千円（同635.9％増）となりました。 

 これは主に固定資産の取得による支出416,028千円、投資有価証券の取得による支出1,002,500千円等によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,416,709千円（同116.2％増）となりました。 

 これは主に、自己株式の取得3,525,164千円、利益処分による配当金の支払1,417,650千円、株式の発行による収

入4,132,452千円を反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

  メディア事業におきましては、主としてクライアントより依頼を受け、自社で発行する情報誌「CHINTAI」や自

社サイト「CHINTAI NET/Web」等のメディアによる賃貸不動産情報サービスを提供しております。売上高は広告料

収入、情報誌及び書籍売上高、その他に区分できますが、これらの売上高は当社が提供するサービスにおいて一体

をなすものでありますので、生産実績は「メディア事業」の区分を設け、一括表示しております。 

 システム関連事業におきましては、当連結会計年度における、ソフトウェアの開発及びシステムに関連する事業

の生産実績を「システム関連事業」の区分を設けて、一括表示しております。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．生産実績につきましては、売上原価を表示しております。 

３．保証代行事業及び保険代理事業につきましては、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまない

  ため記載しておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループのメディア事業は、受注確定から売上日までの期間は原則として１ヶ月以内であります。よって、

期末日現在の受注残高は、年間売上高に比して僅かであるため、その記載を省略しております。また、その他の事

業においても期末日現在の受注残高が僅少であるため記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を売上の区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

前年同期比（％） 

メディア事業（千円） 2,544,238 113.5 

システム関連事業（千円） 255,590 － 

合計（千円） 2,799,829 124.9 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

前年同期比（％） 

メディア事業     

  広告料収入（千円） 9,745,350 103.6 

  情報誌及び書籍売上高（千円） 171,961 95.2 

  その他（千円） 21,604 135.3 

合計（千円） 9,938,916 103.5 

保証人代行事業（千円） 197,756 1,320.7 

保険代理事業（千円） 171,058 － 

システム関連事業（千円） 245,485 － 

合計（千円） 10,553,216 109.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社エイブル 7,629,417 79.3 8,048,996 76.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの事業環境である賃貸マーケットは、急速な変化の時代、競争の時代を迎えていると認識しており

ます。具体的には、既存コンペティターのパワーアップのみならず、金融機関、ＩＴ関連企業等の新規参入者の台

頭、ファンド・クレジット等不動産商品の多様化、大手不動産会社による川上（物件調達）から川下（物件、入居

者、建物管理）までを網羅するビジネスモデルの確立等が挙げられます。 

 その環境下、当社グループとして素早く時代のニーズに対応していくことが重要であるという認識とともに、 

不動産業者、家主、賃貸生活者の賃貸トライアングルのうち、当社グループの主要クライアントである不動産業者

に向けた的確な商品・サービスを提供する「本業回帰」路線のもと、売上基盤の拡大を図ることも大きな課題とな

っております。 

 また、情報メディアのライフサイクルは、情報誌（有代誌）が成熟期から衰退期へ移行しつつある反面、インタ

ーネットは成長期から成熟期へ、携帯電話においては導入期から成長期へ、それぞれ移行していると考えられま

す。メディアとしての信頼性を維持向上しつつ、ユーザーの視点からの検証を試み、集客率の増大（効果）を念頭

に置いた効率的投資による「CHINTAI」ブランドの強化を図ることも重要な課題であります。 

以上を踏まえ、当社グループが最重要課題として取り組んでいるのは以下の項目であります。  

（1）グループとしての体制強化 

 当社グループとしての効率経営を目指し、更なるローコスト・オペレーションを目的としたシステム構築、人

材交流（ジョブローテーション）・リソース管理の徹底による経営資源の有効活用に取り組みます。また、賃貸

マーケットが求めるアイテムで当社グループに欠ける資源を見極め、M&A戦略等今後のグループ拡大の指標を明

確化いたします。 

（2）メディア別の効率的投資による「CHINTAI」ブランド強化 

 インターネットに関しましては、集客力向上を目的とした積極的投資を継続して実施いたします。消費者ニー

ズを把握する機能開発、強化により、ユーザーニーズにあった媒体価値を追求いたします。モバイルに関しまし

ては、消費者への将来イメージの提示、フルブラウザの標準搭載を念頭に置きつつも、インターネットとモバイ

ルの使い分け、相乗効果を狙ったコンテンツ開発、アライアンス提携を推進しております。情報誌（有代誌）へ

の投資は、フリーペーパーとの差別化を目的とした企画面の質的向上をターゲットに効率的投資を実施いたしま

す。 

 効率的投資と同時に、メディア全体としての「CHINTAI」ポリシーによるブランド強化、媒体価値向上を目指

します。 

（3）コアビジネスの拡大 

 コアビジネスであるメディア（不動産広告）事業の収益拡大に取り組みます。 

（ⅰ）ブランド宣伝から商品プロモーション営業への転換、システム改修による営業効率の改善により、不動

産業者へのCRS導入推進を図り、18年10月期に導入件数を1,800件とすることを目標にいたします。 

（ⅱ）自動従量課金制のWeb出稿システムの拡販推進を図り、情報空白地域の不動産業者の取り込み促進を図り

ます。  

（ⅲ）株式会社ＨＤＡ（連結子会社）による、連帯保証人代行ビジネスについて、商品の普及に注力した営業

展開のもと、当社の既存顧客である不動産業者との相乗効果を最大限に活用し、収益拡大のスピードアッ

プを図ります。  

  

（4）事業拡大のための投資 

 賃貸マーケットにおける不動産業者、家主、賃貸生活者の賃貸トライアングルネットワーク網をターゲットと

し、当社グループとの相乗効果を図ることが可能な事業に対し、パートナー企業とのアライアンスやM&A等の投

資を引続き行ってまいります。また、不動産業者・管理会社等の既存顧客１社あたりの売上単価向上を目的と

し、既存顧客向けの基幹システムの企画提案及び開発、集客向上を目的とした販売促進活動のサポートを積極的

に行ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 以下において本株式への投資に関連するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から、事業上のリスク

に該当しない事項についても、積極的に開示しております。また、当社は、これらリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事

項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。なお、以下の記載事項は本株

式の投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませんので、この点ご留意ください。 

 なお、将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。 

（1）関連当事者取引について 

 当社代表取締役会長佐藤茂は創業家の一員であり、創業家では当社とは事業内容の異なる会社を、複数社所有

しております。当社は過去において、佐藤茂及びその近親者が実質的に議決権の過半数を所有している企業等と

多数の関連当事者取引を有しておりましたが、それらの企業とは基本的に独立した企業経営を行ってきておりま

す。当社としましては、関連当事者取引自体の合理性、必然性及び当該取引条件の妥当性等を検証した上で可能

な限り関連当事者取引の解消、縮小に努めて参りました。 

 その結果、第14期（平成17年10月期）は下記のとおりの取引となりました。今後も引き続き関連当事者取引の

解消を進めていく予定でありますが、取引の必要性、取引条件等を勘案し、今後とも継続して行う取引が残る予

定です。 

当連結会計年度（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日）の状況 

役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

(個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

㈱エイブ

ル 

東京都

港区 
2,622,077 

不動産賃貸

仲介業 
- - 

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載 

広告掲

載料の

受取 

7,872,236 売掛金 342,367 

書籍の

販売 
13,000 － － 

事務所

賃借料

等の支

払 

32,469 前払費用 604 

    
差入保証

金 
5,435 

キャン

ペーン

協賛金

等の支

払 

60,228 未払金 18,385 

    未収入金 1,155 

取次手

数料等

の支払 

1,370 － － 

社宅更

新料の

支払 

115 － － 

 



属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

同上 
エイブル

保証㈱ 

東京都

港区 
100,000 

賃貸アパー

ト、マンシ

ョンのサブ

リース業 

- - 

当社の

情報誌

に広告

を掲載 

広告掲

載料の

受取 

29,424 売掛金 1,730 

        

書籍の

販売 
2,141 － － 

事務所

賃借料

の支払 

67,272 前払費用 84 

社宅賃

借料等

の支払 

2,854 
差入保証

金 
110 

広告宣

伝活動

の委託 

350 － － 

取次手

数料等

の支払 

526 － － 

同上 ㈱ＡＭＰ 
東京都

港区 
60,000 

労働者派遣

事業 
- - 

当社が

人材斡

旋を受

ける 

人材紹

介斡旋

料の支

払 

3,600 － － 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社 

㈱デイク 
大阪市

北区 
10,000 

不動産賃貸

業 
- - 

当社が

事務所

を賃借 

事務所

賃借料

等の支

払 

22,960 － － 

同上 

㈱エーシ

ーサービ

ス 

東京都

港区 
220,000 

保険代理媒

介業、広告

代理店業、

情報サービ

ス業 

- - 

システ

ム運用

を委託 

広告宣

伝活動

の委託 

450 － － 

システ

ム運用

の委託 

144,707 買掛金 17,796 

    
長期前払

費用 
2,780 

パソコ

ン等の

購入 

604 
建物附属

設備 
2,814 

    
工具器具

備品 
19,636 

ソフト

ウェア

の制作

費 

  
ソフトウ

ェア 
29,923 

同上 

㈱エイブ

ル総合研

究所 

東京都

港区 
50,000 

経営コンサ

ルタント業 
- 

兼任1

名 

当社が

調査を

委託 

業務委

託費の

支払 

21,000 － － 

編集費

の支払 
3,000 － － 

広告宣

伝活動

の委託 

444 前払費用 538 

    未払金 7 



 （注）１．主要株主(個人)佐藤茂は当社の役員であり、「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有し

ている会社等」との取引は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等」との取引と、ま

た、「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引は「役

員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引と同一であります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が47.7％（間接所有を含む）を所有）との

取引 

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。当該取引は平成17年10月期以降

も継続の方針であります。 

②書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。当該取引は平成17年10月期以降も継続の方針であり

ます。 

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。当該取引は平成17年10月以降も発

生の可能性があります。 

④報奨金及び販売活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

当該取引は、平成17年10月期以降も発生の可能性があります。 

⑤取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次ぎ件数に応じて決定しております。当該取引は平成17年10月期

以降も発生の可能性があります。 

⑥社宅更新料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。当該取引は平成17年10月期以降も発生の

可能性があります。 

  （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％を所有）との取引 

 ①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。当該取引は平成17年10月期以降

も継続の方針であります。 

 ②雑誌・書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。当該取引は平成17年10月期以降も継続の方針

であります。 

 ③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。当該取引は平成17年10月31日をも

って、同契約を終了し、当社の子会社である㈱エーシーサービスと改めて賃貸借契約を平成17年11月１日

付で締結し、今後も継続してまいります。契約上、同社との賃貸借契約に基づいておりますが、実質的に

は同社を経由した当社とエイブル保証㈱との取引と認識しております。 

 ④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。当該取引は平成17年10月期以降も継続の

方針であります。 

      ⑤広告宣伝活動の委託は、「広告掲出に関する契約書」により、決定しております。広告掲載料の取次ぎに

関する手数料は、広告掲載の取次ぎ件数に応じて決定しております。当該取引は平成17年10月期以降も継

続の方針であります。 

     （3）㈱ＡＭＰ（主要株主である佐藤茂が100％を所有） 

       ㈱アイルに支払った人材紹介斡旋料は、契約上、同社との人材斡旋契約に基づいておりますが、実質的に

は同社を経由した当社との㈱ＡＭＰとの取引と認識しております。当該取引は平成17年２月をもって終了し

ております。 

  （4）㈱デイク(主要株主である佐藤茂及びその近親者が100％を間接所有）との取引 

  当社の連結子会社である㈱ＨＤＡが、㈱デイクに支払っている事務所賃借料は、契約上、同社との賃貸借

契約ではありますが、実質的には同社を経由した当社と㈱デイクとの取引と認識しております。なお、同契

約は平成17年５月に終了しております。 

  （5）㈱エーシーサービス(主要株主の近親者が90.9％を間接所有、関連当事者である㈱エイブルが9.1％を所

有）との取引（平成17年８月１日より100％子会社） 

 ①広告活動の委託は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。当該取引は継続の方針であり

ます。 

 ②システム運用委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。当該取引は継続の方針で

あります。 

 ③パソコン等の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。当該取引は今後も発生の可

能性があります。 

  ④ソフトウェアの制作費は、実勢価格を参考にしつつ、交渉の上決定しております。当該取引は今後も発生

の可能性があります。 



  （6）㈱エイブル総合研究所（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引 

 ①業務委託費は、「業務委託契約」により、決定しております。当該取引は平成17年10月期以降も継続の方

針であります。 

 ②編集費の支払は、①の「業務委託契約」に基づいて、決定しております。当該取引は今後も発生の可能性

があります。 

      ③広告宣伝活動の委託は、「広告掲出に関する契約書」により、決定しております。当該取引は今後も発生

の可能性があります。 

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（2）株式会社エイブルとの関係について 

 メディア事業においては、株式会社エイブルへの販売額が高い割合を占めております（注）。同社との基本取

引契約により、物件広告料は同社が物件の仲介を成約させたことを条件に発生すること、広告料の金額は当該物

件の月額賃料の半額及び付帯費用とすることを定めております。従って、同社の仲介物件の成約状況や業績に変

動がある場合、また、同社との取引が何らかの事情により解消となった場合には、当社の業績に大きく影響する

可能性があります。 

（注）当連結会計年度における株式会社エイブルへの販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

①株式会社エイブルについて 

 株式会社エイブルは賃貸不動産専門の仲介業者であり、賃貸不動産仲介業者としては最大手に属します。 

 同社の平成17年３月期の営業収益は30,337,225千円（前年同期比104.7％）であり、店舗数も直営店で350店舗

を超えております。また、同社は株式公開企業であり、ジャスダック証券取引所に株式を公開しております。 

 なお、当社の筆頭株主で代表取締役会長でもある佐藤茂は株式会社エイブルの創業者一族の一員であり、同社

の大株主のうち創業者一族及び創業者一族で株式の過半数を有する会社は次の5株主であります。 

（注）1.持株比率は、株式会社エイブル第27期半期報告書の記載に基いております。 

2.佐藤進治氏は佐藤茂（当社代表取締役会長）の実父、佐藤鉄也氏は佐藤茂の兄であります。株式会社エ

スアンドシーは佐藤茂がその株式を50.0％、近親者が50.0％を所有、株式会社エスアンドエフは佐藤鉄

也氏がその株式を100.0％間接所有している会社であります。 

相手先 
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日）

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日）

  
金額（千
円） 

割合（％）
金額（千
円） 

割合（％）

株式会社エイブル 7,629,417 79.3 8,048,996 76.3 

（株主名） （持株比率） （順位） 

株式会社エスアンドシー 27.80％ 1 

佐藤 進治 9.48％ 2 

佐藤 茂 5.00％ 4 

佐藤 鉄也 4.99％ 5 

株式会社エスアンドエフ 3.25％ 8 

合  計 50.52％   



②当社と株式会社エイブルの関係 

 当社の情報誌である「CHINTAI」は、後に株式会社エイブルに吸収合併された大建株式会社（大阪市都島区、

当時）が創刊した「民間賃貸住宅ニュース」を起源としております。「民間賃貸住宅ニュース」の創刊から当社

の設立、当社による賃貸不動産情報誌発行の開始までは、以下の経緯のとおりですが、このような歴史的経緯を

背景として、当社と株式会社エイブルは親密な取引先としての関係を継続しております。 

③株式会社エイブルとの取引形態の変遷について 

 当社と株式会社エイブルとの取引形態は、平成11年10月期以降有価証券報告書提出日までに３回変更されてお

ります。 

 株式会社エイブルとの取引形態は、何らかの事情により今後も変更される可能性があり、取引形態の変更が当

社の業績に影響を与える場合があります。 

④株式会社エイブルとの現在の契約内容について 

 株式会社エイブルとの契約は③のとおりの変遷を経ておりますが、現在の契約は平成14年11月１日付「基本取

引契約書」及び「覚書」であり、その概要は以下のとおりです。 

（a）広告スペースの提供 

 当社の「マルチメディア広告パック」において、年間一定量の広告スペースを確保し、株式会社エイブルに提

供する。 

 情報誌「CHINTAI」の広告スペース（頁数）については、各版毎に上限を定め、インターネット・サイト

「CHINTAI Web」及び携帯電話向け情報サービス「CHINTAI物件サーチ」への広告物件掲載数の制限は行わない。

（b）広告料 

 物件広告料は、株式会社エイブルが物件の仲介を成約させたことを条件に発生し、その金額は当該物件の月額

賃料の半額に18,000円を加えた額（税別）とする。 

 株式会社エイブルは、毎月３回、10日ごとに期間の物件広告料の発生実績を当社に報告し、各締め日から10日

以内に広告料を当社に支払う。 

（c）契約期間 

 平成14年11月１日より一年間とし、解約の申し出のない限り自動更新される。 

昭和50年11月 不動産仲介業者であった大建株式会社（大阪市都島区、後に株式会社エイブルに吸収

合併）が賃貸不動産情報誌「民間賃貸住宅ニュース」を創刊。 

昭和53年10月 宅地建物取引業法の規制等の関係で、大建株式会社（大阪市都島区）は、賃貸不動産

情報誌「民間賃貸住宅ニュース」発行業務を別会社の大建株式会社（大阪市天王寺

区）に移管。 

昭和56年５月 賃貸不動産情報誌「民間賃貸住宅ニュース」は「賃貸住宅ニュース」に誌名変更。 

昭和57年６月 大建株式会社（大阪市天王寺区）は株式会社賃貸住宅ニュース社と社名を変更。 

平成４年２月 株式会社ダイケンが株式会社賃貸住宅ニュース社を吸収合併。 

平成４年４月 株式会社ダイケンの100％出資で当社設立。 

設立と同時に賃貸不動産情報誌「賃貸住宅ニュース」発行業務を当社に営業譲渡。 

事業年度 取引契約 

平成12年10月期まで 株式会社アドパークが代理店として株式会社エイブルから広告を取り次ぎ、当社に

発注する形態。広告料は掲載頁数と頁単価に基く従量型。 

平成14年10月期まで 株式会社エイブルが直接当社に発注する形態。 

広告料は年間の総額を定めた包括型。 

平成15年10月期以降 

（現在の契約） 

株式会社エイブルが直接当社に発注する形態。広告料は仲介物件の月額賃料の半額

及び付帯費用で、成約を条件とした成功報酬型。 



（3）当社の商標権に関する取引等について 

 当社が現在保有する商標権のうち、情報誌「CHINTAI」の表紙ロゴとして使用中の商標を含む31件（以下「本

件商標」と総称します。）については、過去において以下のような取引経緯があり、会社と取締役との取引に該

当いたします。 

 ロゴマーク「CHINTAI」をはじめとする31件の本件商標は、当社の代表取締役会長（平成４年４月（設立時）

に取締役就任、平成６年８月に代表取締役就任）である佐藤茂が自ら発案したものであり、当初佐藤茂個人に属

するものとして登録し、保有しておりました。 

 平成８年11月、当社は、本件商標のうち主要な７件について、佐藤茂個人と当該商標の専用使用契約を締結

し、平成９年10月期から平成13年10月期までの間、対価として年間売上高の２％の使用料（ロイヤリティ）を佐

藤茂に支払ってまいりました。 

 その後、平成13年９月、佐藤茂は、自身の保有する知的財産権の管理を目的に設立した会社、株式会社シージ

ーシーに本件商標を第三者の鑑定評価をもとに800百万円で譲渡いたしました。これにより、当社は平成13年11

月１日以降、株式会社シージーシーに本件商標の使用料として年間売上高の２％を支払いました。 

 平成14年６月に、当社は株式会社シージーシーの全株式を佐藤茂より譲受け、100％子会社といたしました。 

 さらに、平成14年８月、当社は株式会社シージーシーを吸収合併いたしました。この合併により、本件商標も

当社へ移り、当社は本件商標を800百万円で資産計上し、償却期間を10年として毎期80百万円の均等償却を実施

しております。 

（4）経営上の特徴について 

①売上の季節変動 

 賃貸不動産市場は、進学、入社、転勤などの要因から１月から３月に売上のピークを迎え、不動産広告の件数

もその動きに連動いたします。当社といたしましては、メディア事業における新規クライアントの開発及びCRS

導入の促進により年間を通じて安定的な広告料収入を確保するように努める所存でありますが、賃貸不動産市場

の季節変動が、当社の売上、利益にも影響を与えます。 

②外部業者への業務委託 

 当社では、低コストでスリムな業務体制を構築するため、外部業者への業務委託を活用しております。 

 当社の方針として、営業企画、編集企画、経営管理などの総合的な業務については当社内で行うこととし、遠

方のクライアントへの営業活動、編集における定型的な作業、情報機器の保守・運用、管理部門における入力作

業等については外部業者に委託するものとしております。このような方針に基いた外部業者への業務委託は、第

12期（平成15年10月期）に大幅に進展したため、同期に従業員数が大幅に減少しております。 

 外部委託業務のうち情報誌出稿サーバの保守・運用、基幹システムやLANのメンテナンスなどルーチンなシス

テム管理を中心とした情報システム業務は、連結子会社である株式会社エーシーサービスに委託しております。

同社はCRSの開発委託先でもあり、同システムに関する固有のノウハウを有するため、情報システムにおける同

社への依存度は高くなっております。よって、何らかの理由により同社のサービスが質的・量的に低下した場

合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

（参考：メディア事業の月次売上推移）  

当連結会計年度 

（平成17年10月期） 
11月(千円) 12月(千円) １月(千円) ２月(千円) ３月(千円) ４月(千円) 

上期計 

(千円) 

メディア事業 668,157 626,719 959,830 1,036,519 1,437,061 780,398 5,508,685 

構成比 6.7％ 6.3％ 9.7％ 10.4％ 14.5％ 7.8％ 55.4％ 

当連結会計年度 

（平成17年10月期） 
５月(千円) ６月(千円) ７月(千円) ８月(千円) ９月(千円) 10月(千円) 

年間合計 

(千円) 

メディア事業 704,851 670,514 772,961 732,557 801,335 748,009 9,938,916 

構成比 7.1％ 6.7％ 7.8％ 7.4％ 8.1％ 7.5％ 100.0％ 



（5）保証人代行事業について 

 我が国の住宅の賃貸借契約においては連帯保証人をおくことが慣例的でありますが、昨今では人間関係の希薄

化などの社会情勢の変化から、保証人代行業へのニーズが高まっております。当社の100％子会社である株式会

社ＨＤＡで行っている保証人代行は、消費者（借主）が住宅の賃貸借契約を行うに際し、有料で保証人を引受け

る事業であります。当該事業の顧客は事情により身近に保証人の引受手がいない借主であり、なんらかの理由で

家賃等の支払が滞った場合には、連帯保証人である株式会社ＨＤＡが保証債務の履行を行います。 

 保証債務の履行を行った場合、「賃貸保証（委託）契約」に基づき、株式会社ＨＤＡには借主に対する保証債

権が発生しますが、保証債権の回収が予測を大幅に下回った場合は、同社の業績が低下する可能性があります。

また、事業の展開にあたって、不測の事態が発生し、計画の遅延や中止等から業績に影響を与える可能性もあり

ます。 

（6）法的規制等について 

①私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 

 当社が制作、販売する出版物（情報誌「CHINTAI」等の雑誌及び「ザガットサーベイ」等の書籍）は、当社か

ら雑誌・書籍の卸売業者（取次会社、即売会社）に委託販売され、さらに卸売業者からコンビニエンスストア、

書店、駅売店等の小売業者に委託販売されており、小売業者の店舗を通じて一般消費者に購買されております。

（「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」[事業系統図]参照。） 

 出版物については、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁止法）第24条の２の規定に

より、再販売価格維持制度（再販制度）が認められているため、書店では定価販売が行われております。これは

出版物が日本の文化振興等に重要な役割を果たしているとの見地から同法律の適用除外規定により出版物につい

て再販制度が認められているものであります。なお、取次会社又は即売会社への卸売価格は、定価に一定の率を

掛けることによっており、掛率は取引先ごとに交渉の上決定します。 

②情報の表示に関する規制について 

 当社では、情報誌への景品の総付けやWeb、携帯情報サービスを含めた当社媒体における懸賞企画を行うこと

があり、これらの行為は不当景品類及び不当表示防止法による規制を受けております。 

 また、賃貸住宅情報誌に対しての直接の法的規制はありませんが広告内容における表現につきましては、不動

産業界の自主規制ルールである「不動産の表示に関する公正競争規約(※)」が定められております。これに対し

て当社では、情報審査課に担当者を置き、出稿される物件の監視を行うことで遵守を図っており、情報審査担当

者の活動内容のひとつに、非常に好条件な物件広告に対する事実確認があります。具体的には、その広告を出稿

した不動産業者に電話などで問い合わせ、当該物件が実在するもので、読者に連絡をとるように仕向けるおとり

広告でないことを確認するほか、場合により実際に現地に出向いて当該物件が掲載事実と相違ないことの確認を

行っております。しかしながら、このような対策を行ったうえでもクレームの発生は皆無ではなく、平均して月

に数件程度、掲載内容に関わるクレームを受けております。これらのクレームが大きな問題に発展する可能性も

ないとは断定できず、その場合は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

※不動産の表示に関する公正競争規約 

 不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づき、不動産の取引に関する表示に関わる事項を定めることによ

り、一般消費者の不動産の適正な選択に資するとともに、不動産業における不当な顧客の誘引を防止し、もっ

て公正な競争を確保することを目的としております。社団法人首都圏不動産公正取引協議会ほか各地域の公正

取引協議会がこの規約を実施しております。 

③個人情報の取扱いについて 

 当社のインターネットを使った情報提供の一つに「わがままオーダーで部屋探し」というサービスがありま

す。このサービスを提供するうえで、利用者のメールアドレス等の個人情報の登録を求めており、登録された情

報は当社の管理下にあるデータサーバにて保管しております。平成15年５月に個人情報保護法が公布される等、

個人情報保護に対する社会的関心が高まる中、今後保有する個人情報管理に対する企業の適切な対応がこれまで

以上に求められることになると考えます。当社では、このような状況に対応するため、個人情報の取扱いに関す

る社内規程の整備、システムのセキュリティ強化等、保有する個人情報の安全管理に務めております。しかしな

がら、外部からの不正アクセスや社内管理体制の不備等による情報の外部流出が発生した場合、当社の社会的信

用の失墜により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



（7）システム・トラブルについて 

①インターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAI NET/MOBILE」 

 当社ではインターネット・サイト「CHINTAI NET/Web」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAI NET/MOBILE」

を自社で運営するほか、インターネットの各種ポータルサイトとの提携により、幅広く情報発信をしておりま

す。賃貸不動産情報提供サービスにおいてはインターネットの利用が増加しており、ネット媒体は通信回線やそ

れを運用する各種システムへの依存度が高いため、当社といたしましては想定されるシステムトラブルに対する

技術的な対応措置を行っておりますが、トラブルの発生を完全に防止することは不可能であります。万一何らか

の障害が発生した場合には、当社の運営するサイトに直接的な損害が生じるほか、当社の運営するサイトに対す

る広告クライアント及び一般消費者からの信用を失う可能性があります。 

②デジタル出稿機能について 

 当社では広告クライアントである不動産賃貸仲介業者に対して、不動産業務支援ソフト「CRS

（Chintai Realtor support System）」の導入を勧めております。CRSは当社のマルチメディア広告パックへの

広告出稿機能（デジタル出稿機能）を備えております。また、株式会社エイブル及びエイブル保証株式会社は

CRSを使用しておりませんが、CRSに含まれるデジタル出稿機能を備えたプログラムを当社が提供しております。

 デジタル出稿機能はインターネットを利用しており、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存し

ております。自然災害や事故等によって、通信ネットワークが切断される等の事態が発生した場合、デジタル出

稿機能が正常に作動しない可能性があります。また、アクセス数の急激な増加等による一時的かつ急激な負荷に

よって当社のサーバが作動不能となる可能性も考えられます。当社といたしましては想定されるシステムトラブ

ルに対する技術的な対応措置を行っておりますが、CRSシステムが何らかの要因でトラブルに見舞われた場合、

業務が停滞するなどの支障が広告クライアントに生ずる可能性があるほか、情報誌の原稿作成が遅延、又は不可

能となり、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

（8）知的財産権について 

 当社は、当連結会計年度末において第三者より知的財産権に関する請求を受けたり、訴訟を提起されてはおり

ませんが、将来的に当社が提供する情報サービスに関し、第三者からの請求や訴訟の可能性もないとは断定でき

ません。訴訟及び請求に対応することは、それらに十分理由があるか否かに関わらず、費用及び時間を費やす結

果となる可能性があります。 

 また、訴訟に敗訴するなどして、当社が行う情報提供サービスに支障が生じた場合や、社会的信用が失墜した

場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



（9）潜在株式について 

 当社は、役員及び従業員等に対して、事業に対する貢献意欲及び経営参画意識の向上を期待し、ストックオプ

ション（新株予約権）によるインセンティブ・プランを導入しております。 

 これらの新株予約権が行使された場合、保有株主の株式価値が希薄化する可能性があります。 

 なお、当社は、今後も優秀な人材の確保や上記事項等を目的としたインセンティブ・プランを継続して実施す

る方針であります。 

 上記の内容は、次のとおりであります。 

（商法第280条ノ20並びに第280条ノ21の規定に基づく特別決議により発行された新株予約権） 

（注）1.時価を下回る価額による新株の発行等が行われる場合には、一定の調整式に従い発行される株式数、又

は発行価額が調整されることがあります。なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17

年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株

式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されております。 

2.第１回新株予約権は、平成17年12月31日までに取締役の辞任、従業員の退職に伴う失権及び権利行使に

より、新株予約権の数9,611個、新株予約権の目的となる株式の数19,222株にそれぞれ減少しておりま

す。 

3.第２回新株予約権は、平成17年12月31日までに取締役の辞任、従業員の退職に伴う失権及び権利行使に

より、新株予約権の数936個、新株予約権の目的となる株式の数1,872株にそれぞれ減少しております。

4.第３回新株予約権は、平成17年12月31日までに従業員の退職に伴う失権及び権利行使により、新株予約

権の数2,258個、新株予約権の目的となる株式の数4,516株にそれぞれ減少しております。 

5.第４回新株予約権は、平成17年12月31日までに権利行使により、新株予約権の数600個、新株予約権の

目的となる株式の数1,200株にそれぞれ減少しております。 

6.第５回新株予約権は、平成17年12月31日までに従業員の退職に伴う失権により、新株予約権の数1,930

個、新株予約権の目的となる株式の数3,860株にそれぞれ減少しております。 

7.第７回新株予約権は、平成17年12月31日までに従業員の退職に伴う失権により、新株予約権の数1,610

個、新株予約権の目的となる株式の数3,220株にそれぞれ減少しております。 

新株 
予約権 

第１回 
新株予約権 

第２回 
新株予約権 

第３回 
新株予約権 

第４回 
新株予約権 

第５回 
新株予約権 

第６回 
新株予約権 

第７回 
新株予約権 

株主 

総会 

決議日 

平成14年 

７月29日 

平成14年 

７月29日 

平成16年 

１月29日 

平成16年 

１月29日 

平成17年 

１月27日 

平成17年 

１月27日 

平成17年 

１月27日 

付与 

対象者 

取締役、監

査役及び従

業員 

計165名 

（注2） 

取締役、監

査役及び従

業員 

計44名 

（注3） 

取締役、監

査役及び従

業員 

計24名 

（注4） 

当社 

入社予定者 

１名 

（注5） 

取締役及び

従業員 

計25名 

（注6） 

取締役、従

業員、子会

社取締役及

び子会社従

業員 

計18名 

  

従業員、子

会社取締役

及び子会社

従業員 

計38名 

（注7） 

株式の

種類 

当社 

普通株式 

当社 

普通株式 

当社 

普通株式 

当社 

普通株式 

当社 

普通株式 

当社 

普通株式 

当社 

普通株式 

新発行

予定数 

27,806株

（注1、2） 

7,930株

（注1、3） 

8,080株

（注1、4） 

1,800株 

（注1、5） 

4,100株

（注1、6） 

3,680株 3,420株

（注7） 

払込 

金額 

１株 

43,500円 

（注1） 

１株 

43,500円 

（注1） 

１株 

43,500円 

（注1） 

１株 

43,500円 

（注1） 

１株 

146,185円 

（注1） 

１株 

144,319円 

１株 

126,566円 

権利行

使期間 

自平成15年

４月10日 

至平成19年

７月31日 

自平成16年

８月１日 

至平成19年

７月31日 

自平成17年

１月１日 

至平成21年

１月31日 

自平成17年

１月１日 

至平成21年

１月31日 

自平成19年

11月１日 

至平成23年

10月31日 

自平成19年

11月１日 

至平成23年

10月31日 

自平成19年

11月１日 

至平成23年

10月31日 



（10）企業買収等について 

      当社グループは、業容の拡大を図る手段として、企業買収や資本参加を含む投資を企画することがありま

す。当社グループは対象事業との相乗効果を高めるために、核となるメディア事業との業務連携を図ってまい

りますが、期待した利益やジナジー効果をあげられず、当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1)株式会社エイブルとの契約 

 当社と株式会社エイブルは、定量的な広告スペースの確保を目的に、平成14年11月１日付で「基本取引契約」を

締結いたしております。 

①契約内容 

 当社の提供する「マルチメディア広告パック」において、株式会社エイブルが年間を通じて、一定量の広告スペ

ースを確保することを定めております。 

②契約の目的となる主な媒体 

a.賃貸住宅情報誌「CHINTAI」 

b.インターネットサイト「CHINTAI Web」（現・CHINTAI NET/Web） 

c.携帯端末情報サービス「CHINTAI 物件サーチ」（現・CHINTAI NET/MOBILE） 

他 

③契約期間 

 平成14年11月１日より一年間。期間満了時に双方からの解約申し出のない場合、引き続き一年間有効とし、その

後も同様であります。 

(2)大日本印刷株式会社との契約 

 当社のWebサイト「CHINTAI NET/Web」の運用にあたり、大日本印刷株式会社と業務委託に関する契約を締結して

おります。 

①契約 

a.機器及びデータセンターの利用に関する契約。 

b.機器の保守及びシステムの保守運用に関する契約。 

②契約期間 

 平成16年２月１日から平成17年２月28日まで。契約期間満了の２ヶ月前までに双方より別段の意思表示がない時

は、同一の条件で引き続き一年間有効とし、その後も同様であります。 

(3)ZAGAT SURVEY,LLC（米国）との契約 

①契約内容（「ザガットサーベイ東京のレストラン」、「ザガットサーベイ大阪・神戸・京都のレストラン」出

版） 

・日本語版については、当社が印刷の責任を持ち、世界中で独占的に販売する権利を有する。 

・日本語版の著作権については、ZAGAT社が所有する。 

・当該出版物に関連する全ての商標及び商品外観は、ZAGAT社に帰属する。 

②契約期間 

 ザガットの制作に関する契約については、年度版別に個々の締結をしておりますが、契約期間が一律でないため

記載を省略しております。 

  (4)株式交換契約 

    当社は、さらなる業容拡大と事業基盤の拡充を期し、平成17年５月31日開催の取締役会において、株式会社エー

シーサービスを当社の完全子会社（100％子会社）とすることを決議し、同日、株式交換契約書を締結いたしまし

た。 

1.株式交換の方法及び内容 

当社は、株式会社エーシーサービスに対して、平成17年８月１日をもって株式交換を行い、同社の完全親会社と

なりました。 

①株式交換比率 

 外部機関の算定結果を踏まえ、当社と株式会社エーシーサービスの両者間の協議により、株式会社エーシーサ

ービス株式１株に対し、当社株式5.7株を割当交付いたしました。 

 上記の株式交換比率は、当社の普通株式１株を２株とする株式分割（分割基準日：平成17年４月30日、効力発

生日：平成17年６月20日）を考慮した数値であります。 

②株式交換により発行する新株式数 

普通株式 25,080株 

③株式交換交付金 

株式交換交付金はありません。 



   2.株式交換の日程 

      平成17年５月31日   株式交換契約書承認取締役会 

      平成17年５月31日   株式交換契約書の締結 

      平成17年６月30日   株式交換承認株主総会 

      平成17年８月１日   株式交換の日 

   3.株式会社エーシーサービスの概要 

代表者   代表取締役社長 北原 直樹 

資本金   220百万円 

住所    東京都港区 

事業内容  保険代理事業、システム関連事業 

業績（平成17年３月期） 

売上高  1,952百万円 

経常利益  683百万円 

当期純利益 369百万円 

      資産、負債、資本の状況（平成17年３月31日現在） 

資産合計 2,595百万円 

負債合計 1,878百万円 

資本合計  717百万円 

  (5)株式会社リプラスとの契約 

    当社の連結子会社である株式会社ＨＤＡは、保証人代行事業の遂行に必要な「保証委託申込受付・審査」並びに

「集金催促・保証」に関する保証業務について、株式会社リプラスに業務を分担するものとして「賃貸保証業務提

携契約書」を締結いたしております。 

    ①契約内容 

     ａ．個別保証契約に基づき、賃借人が負担する債務を連帯保証 

     ｂ．保証業務の分担 

     ｃ．保証業務の対価の支払 

    ②契約期間 

     平成17年１月21日より一年間。契約期間満了１ヶ月前までに双方から解約の通知が無い場合、自動的に一年間延

長され、その後も同様であります。 

  (6)株式会社エイブルとの契約 

    当社の連結子会社である株式会社ＨＤＡは、保証人サービスの取扱に関して、株式会社エイブルと「代理店委託

契約」を締結いたしております。 

    ①契約内容 

    ａ．賃貸保証委託申込の受付業務 

     ｂ．賃貸保証委託契約の締結及び賃貸保証契約の締結業務 

     ｃ．賃貸保証委託契約に基づく保証委託料の代理受領業務 

     ｄ．賃貸保証委託契約及び賃貸保証契約の保証内容説明業務 

     ｅ．ａ～ｄに附帯する業務で、双方の協議により決定した業務 

   ②契約期間 

     平成16年７月１日より一年間。双方から書面での契約終了の意思表示が無い場合、自動的に一年間延長され、

その後も同様であります。 



  (7)エース損害保険株式会社との契約 

    当社の連結子会社である株式会社エーシーサービスは、保険代理事業において必要な代理店契約として、エース

損害保険株式会社と「損害保険代理店委託契約書」を締結しております。 

    ①契約内容 

    （火災・自動車・損害・新種・海上・運送保険の部） 

    ａ．保険商品の内容の説明および保険料算出に関する業務 

    ｂ．保険契約の関する受付および手続業務 

    ｃ．保険料の領収、返還、保管および精算に関する業務 

    ｄ．保険契約の報告に関する業務 

    ｅ．保険契約の維持および管理に関する業務 

    ｆ．保険事故発生時の状況確認、会社への通知、保険契約者等に対する保険金請求手続きの援助 

    ｇ．その他会社が別に定める業務 

    （自動車損害賠償責任保険の部） 

    ａ．責任保険契約の締結 

    ｂ．保険料の領収 

    ｃ．責任保険証明書の交付ならびに保険料領収証の交付 

    ｄ．その他責任保険契約の募集に必要な事項で会社が特に指示した業務 

   ②契約期間 

     無制限とする。ただし、同契約書に掲げる事由が発生した場合には、自動的に終了又は解除されます。 



６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、8,829,527千円（対前年同期比1,111,850千円増）となりました。

その主な要因は、Ｍ＆Ａにより新たに４社が連結子会社となったことによって、流動資産のその他に含まれる短期

貸付金589,000千円（対前年同期比579,000千円増）が増加したことによるものであります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、3,377,740千円（対前年同期比1,700,426千円増）となりました。

その主な要因は、連結子会社の増加に伴った有形固定資産353,708千円（対前年同期比249,118千円増）や、投資有

価証券（対前年同期比906,260千円増）が影響したことによるものであります。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、3,093,640千円（対前年同期比1,381,912千円増）となりました。

その主な要因は、連結子会社を取得したことに伴い、短期借入金1,556,983千円（対前年同期比1,356,983千円増）

となったことによるものであります。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、344,377千円（対前年同期比3,477千円増）となりました。 

（資本） 

 当連結会計年度末における資本の残高は、8,769,250千円（対前年同期比1,426,887千円増）となりました。その

主な要因は、自己株式の取得3,525,164千円があったものの、当期純利益1,983,429千円の計上、増資による資本金

1,637,226千円の増加及び資本剰余金2,828,678千円の増加による影響により大幅に上昇した結果となりました。 

（2）経営成績の分析 

 連結ベースでの業績は、売上高10,553,216千円（対前年同期比935,166千円増）、営業利益3,567,575千円（対前

年同期比334,351千円減）、経常利益3,775,991千円（対前年同期比101,669千円減）、当期純利益1,983,429千円

（対前年同期比286,744千円減）となりました。 

  

区分 売上高（千円） 前年同期比増減（千円） 

広告料収入 9,745,350 338,810 

情報誌及び書籍売上高 171,961 △8,605 

その他 21,604 5,635 

保証人代行事業 197,756 182,782 

保険代理事業 171,058 171,058 

システム関連事業 245,485 245,485 

合計 10,553,216 935,166 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループにおいて、「ソフトウェア」は重要な資産であるため、有形固定資産のほか、無形固定資産のうち

「ソフトウェア」を含めて設備の状況を記載しております。 

 当期の設備投資総額は329,420千円であり、その主なものは、Webサイトのシステム改修等への投資170,285千円で

あります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。 

  

（注）１．金額には消費税等を含めておりません。 

２．建物は賃借しており、年間賃借料は 211,198千円であります。 

     ３．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

４．上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

 (1）提出会社 平成17年10月31日現在

事業所名 
(所在地) 

区分 設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
(人) 

建物 工具器具備品 ソフトウエア 合計 

本社 

(東京都港区) 

メディア事

業 

統括業務施

設 
33,635 58,771 422,985 515,392 

   50 

  (11) 

大阪支社 

(大阪市中央区) 

メディア事

業 
販売設備 437 53,156 19,816 73,409     8 

札幌支社 

(札幌市中央区) 

メディア事

業 
同上 145 634 － 780     4 

仙台支社 

(仙台市宮城野区) 

メディア事

業 
同上 － 921 260 1,181     4 

名古屋支社 

(名古屋市中区) 

メディア事

業 
同上 － 1,068 253 1,321 

    3 

  ( 3) 

九州支社 

(福岡市中央区) 

メディア事

業 
同上 － 2,270 1,515 3,785 

    6 

  ( 1) 

(2）国内子会社 平成17年10月31日現在

会社名 
  

事業所名  
(所在地)  

区分 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
(人) 

建物 
工具器具
備品 

ソフトウ
エア 

合計 

株式会社 

サンスイ 

東京オフィス 

（東京都港区） 

システム関連

事業 
開発設備他 － 2,340 2,344 4,684 

   13 

  ( 2) 

同上 
大阪オフィス 

（大阪市北区） 
同上 同上 64 2,409 32,851 35,325    4 

有限会社  

ホットブーム 

 本社 

（神戸市西区） 
同上 同上 － 4,762 1,087 5,850    1 

株式会社エー

シーサービス 

 本社 

（東京都港区） 

保険代理事

業・システム

関連事業 

同上 116 8,699 10,858 19,674    19 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

事務機器 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 14式 ５年  20,784  182,291 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、平成17年10月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

区分 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

株式会社 

ＣＨＩＮＴＡＩ 

  東京本社 

（ 東京都港区） 

メディア

事業 

Webシステ

ム 
18,400 － 自己資金 平成18年１月 平成18年１月 

サーバ増

強に伴う

処理能力

の向上 

株式会社 

ＣＨＩＮＴＡＩ 

  東京本社 

（ 東京都港区） 

メディア

事業 

出稿シス

テム 
50,000 － 自己資金 平成18年５月 平成18年５月 

システム

の改良 

株式会社 

ＣＨＩＮＴＡＩ 

  東京本社 

（ 東京都港区） 

メディア

事業 

会計シス

テム 
70,000 － 自己資金 平成18年９月 平成18年９月 

管理業務

の効率化 

株式会社エアー

アンドシーサー

ビス 

  東京本社 

（ 東京都港区） 
旅行事業 本社設備 10,374 10,374 － 平成17年11月 平成17年11月  － 

株式会社エアー

アンドシーサー

ビス 

  東京本社 

（ 東京都港区） 
旅行事業 

Webシステ

ム  
150,000 － 

リース

他  
平成17年４月 平成18年４月 

Webサイト

増強によ

るアクセ

ス数の増

加、収益

増 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成18年１月27日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日より

760,000株増加し、2,200,000株となっております。 

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,440,000 

計 1,440,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年１月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 549,872 558,644 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
   － 

計 549,872 558,644 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議により発行された新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

① 第１回 新株予約権（平成14年７月29日臨時株主総会決議） 

(注)１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。   

    調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

  なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

  発行日後、時価を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により調整されるものとし、調整に生じる１円未満の端数は切り上げます。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成14年７月29日開催の臨時株

主総会及び平成14年７月29日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第１回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分  
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 9,717 9,611 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 19,434（注）1 19,222（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,500（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年４月10日 

至 平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   43,500（注）2 

 資本組入額  21,750（注）2 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第１回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



② 第２回 新株予約権（平成14年７月29日臨時株主総会決議） 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

      なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

      発行日後、時価を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により調整されるものとし、調整に生じる１円未満の端数は切り上げます。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成14年７月29日開催の臨時株

主総会及び平成14年７月29日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第２回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 943 936  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,886（注）1 1,872（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,500（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年８月１日 

至 平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   43,500（注）2 

 資本組入額  21,750（注）2 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第２回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



③ 第３回 新株予約権（平成16年１月29日定時株主総会決議） 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

      なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

      当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年１月29日開催の定時株

主総会及び平成16年３月８日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第３回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 2,383  2,258  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,766（注）1 4,516（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,500（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年１月１日 

至 平成21年１月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   43,500（注）2 

 資本組入額  21,750（注）2 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第３回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

   既発行 
 × 
 調整前 

 ＋ 
 新規発行又は 

 × 
 １株当たり払込金額 

調整後行使金額  ＝ 
株式数  行使価額  処分株式数  又は処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 



④ 第４回 新株予約権（平成16年１月29日定時株主総会決議） 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

      なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

      当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年１月29日開催の定時株

主総会及び平成16年３月８日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第４回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 600 600 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,200（注）1         1,200（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,500（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年１月１日 

至 平成21年１月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   43,500（注）2 

 資本組入額  21,750（注）2 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第４回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

   既発行 
 × 
 調整前 

 ＋ 
 新規発行又は 

 × 
 １株当たり払込金額 

調整後行使金額  ＝ 
株式数  行使価額  処分株式数  又は処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 



⑤ 第５回 新株予約権（平成17年１月27日定時株主総会決議） 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

      なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

      当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年１月27日開催の定時株

主総会及び平成17年３月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第５回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 1,990 1,930 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,980（注）1 3,860（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 146,185（注）2  同左  

新株予約権の行使期間 
 自 平成19年11月１日 

 至 平成23年10月31日 
 同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   146,185（注）2 

 資本組入額  73,093（注）2 
 同左  

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第５回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

 同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
 同左  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
  

既発行 
＋ 

新規発行（処

分）株式数 
× 
１株当たりの

払込金額  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
株式数 １株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



⑥ 第６回 新株予約権（平成17年１月27日定時株主総会決議） 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

      なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

      当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年１月27日開催の定時株

主総会及び平成17年９月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第６回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 1,840 1,840 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,680（注）1 3,680（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 144,319（注）2  同左  

新株予約権の行使期間 
 自 平成19年11月１日 

 至 平成23年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   144,319（注）2 

 資本組入額  72,160（注）2 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第６回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
  

既発行 
＋ 

新規発行（処

分）株式数 
× 
１株当たりの

払込金額  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
株式数 １株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



⑦ 第７回 新株予約権（平成17年１月27日定時株主総会決議） 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

      なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

      当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年１月27日開催の定時株

主総会及び平成17年９月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第７回新株予約権割当契約」に定められております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 1,610 1,610 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,220（注）1 3,220（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 126,566（注）2 同左 

新株予約権の行使期間 
 自 平成19年11月１日 

 至 平成23年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   126,566（注）2 

 資本組入額  63,283（注）2 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約

権を取得した場合を除く。そ

の他の条件については、当社

と新株予約権の割当を受けた

者との間で締結する「第７回

新株予約権割当契約」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。 
同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
  

既発行 
＋ 

新規発行（処

分）株式数 
× 
１株当たりの

払込金額  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
株式数 １株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  (注)１．有償株主割当増資（１：２）。１株当たり発行価格 50,000円、１株当たり資本組入額 50,000円。 

２．有償第三者割当増資。１株当たり発行価格 8,700,000円、１株当たり資本組入額 4,350,000円。割当先は金融

機関１社、ベンチャーキャピタル４社、取引先他６名。 

３．株式分割（１：100）。平成13年11月30日開催の取締役会決議に基づき、平成13年12月25日をもって１株を100

株に分割いたしました。 

４．子会社合併。資本準備金の増加額は、株式会社シージーシー（子会社）を平成14年８月５日付で吸収合併した

ことにより生じたものであります。 

５．第１回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の行使。１株当たり発行価格 500円、１株当たり資本組入額

500円。新株引受権の権利行使者は、佐藤茂、株式会社ミント社であります。 

６．第２回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の行使。１株当たり発行価格 10,000円、１株当たり資本組

入額 5,000円。新株引受権の権利行使者は、佐藤茂であります。 

７．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格      180,000円 

発行価額      127,500円 

引受価額      166,500円 

資本組入額      63,750円 

払込金総額    3,663,000千円 

８．新株予約権の行使による増加であります。（平成17年６月８日～平成17年10月31日） 

９．平成17年６月20日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が257,000株増加しております。 

10．株式会社エーシーサービスとの株式交換の実施によるものであります。（交換比率１：5.7） 

11. 平成17年11月１日から平成17年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が476株、 

資本金及び資本準備金がそれぞれ10,179千円増加しております。 

(4）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年６月８日 

 （注1） 
1,200 1,800 60,000 90,000 － － 

平成16年10日30日 

 （注2） 
50 1,850 217,500 307,500 217,500 217,500 

平成13年12月25日 

 （注3） 
183,150 185,000 － 307,500 － 217,500 

平成14年８月５日 

 （注4） 
－ 185,000 － 307,500 8,485 225,985 

平成16年３月３日 

 （注5） 
30,000 215,000 15,000 322,500 － 225,985 

平成16年３月３日 

 （注6） 
20,000 235,000 100,000 422,500 100,000 325,985 

平成16年11月14日 

 （注7） 
22,000 257,000 1,402,500 1,825,000 2,260,500 2,586,485 

平成17年６月８日～

平成17年６月16日 

 （注8） 

2,515 259,515 109,402 1,934,402 109,402 2,695,887 

平成17年６月20日 

（注9）  
259,515 519,030 － 1,934,402 － 2,695,887 

平成17年７月７日 

 （注8） 
1,972 521,002 42,891 1,977,293 42,891 2,738,778 

平成17年８月１日 

 （注10） 
25,080 546,082 － 1,977,293 333,452 3,072,230 

平成17年８月９日～

平成17年10月７日 

 （注8） 

3,790 549,872 82,432 2,059,726 82,432 3,154,663 



 （注） 自己株式27,079株は「個人その他」に含めて記載しております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の他、自己株式が27,079株あります。 

    ２．賃貸住宅ニュース社社員持株会は、平成17年８月１日にＣＨＩＮＴＡＩ社員持株会に名称変更しておりま

す。 

  平成17年10月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 19 65 23 1 9,726 9,840 － 

所有株式数

（株） 
－ 10,616 5,335 171,141 22,293 2 340,485 549,872 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.93 0.97 31.12 4.06 0.0 61.92 100.00 － 

  平成17年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

佐藤 茂 東京都港区西麻布４－13－23 210,999 38.37 

株式会社ミント社 大阪府大阪市北区堂島１－２－６ 144,320 26.25 

株式会社エスアンドエフ 東京都中央区銀座１－４－３  21,660 3.94 

ドレスナーバンクエージーフラ

ンクフルトエクイテイーズカス

タマーズアカウント 

東京都千代田区丸の内２-７-１ 8,940 1.63 

ＣＨＩＮＴＡＩ社員持株会 東京都港区虎ノ門１－２－８ 7,334 1.33 

佐藤 進治 兵庫県宝塚市仁川高台１－２－13 6,000 1.09 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 5,798 1.05 

ゴールドマンサックスインター

ナショナル 
東京都港区六本木６－10－１ 3,913 0.71 

株式会社エイブル 東京都港区元赤坂１－５－５ 2,280 0.41 

ドイッチェバンクアーゲーフラ

ンクフルト 
東京都中央区日本橋兜町６－７ 2,253 0.41 

計 － 413,497 75.2 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

 制度の内容は次のとおりであります。 

①第１回新株予約権 

  平成17年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  27,079 － － 

完全議決権株式（その他）   普通株式 522,793 522,793 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 549,872 － － 

総株主の議決権 － 522,793 － 

  平成17年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 

ＣＨＩＮＴＡＩ 

東京都港区虎ノ

門 １－２－８ 
27,079 － 27,079 4.92 

計 － 27,079 － 27,079 4.92 

決議年月日 平成14年７月29日 臨時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

①取締役  ４ 

②監査役  ２ 

③従業員 159 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



②第２回新株予約権 

  

③第３回新株予約権 

  

④第４回新株予約権 

決議年月日 平成14年７月29日 臨時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

①取締役  ３ 

②監査役  ２ 

③従業員  39 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年１月29日 定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

①取締役  ５ 

②監査役  １ 

③従業員  18 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年１月29日 定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社入社予定者  １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



⑤第５回新株予約権 

⑥第６回新株予約権 

  

⑦第７回新株予約権 

決議年月日 平成17年１月27日 定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 
①取締役  ２ 

  ②従業員  23 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年１月27日 定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

①取締役    １ 

  ②従業員     10 

  ③子会社取締役 １ 

  ④子会社従業員 ６ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年１月27日 定時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

 ①従業員    ５ 

   ②子会社取締役 ２ 

   ③子会社従業員 31 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

  

ハ【定款の定めによる取締役会決議による買受けの状況】 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

  該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 業績、配当性向、キャッシュ・フローとのバランス等を総合的に勘案し、財務体質の強化と収益力の向上を図りな

がら、安定的な配当の継続を基本に株主への利益還元に努めてまいります。 

 平成17年10月期の配当につきましては、上記方針に基づき１株につき1,975円（うち中間配当975円）といたしまし

た。この結果、同期の配当性向は52.8％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、競争力及び市場ニーズに応える体制

強化、事業拡大を図るために有効に投資してまいりたいと考えております。 

    なお、平成17年10月期の中間配当についての取締役会決議は平成17年６月14日に行っております。 

  平成18年１月27日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月15日決議） 
30,000 4,500,000,000 

前決議期間における取得自己株式 27,079 3,525,164,000 

残存決議株式数及び価額の総額 2,921 974,836,000 

未行使割合（％） 9.74 21.66 

  平成18年１月27日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 27,079 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成16年11月15日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．□印は株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 

最高（円） － － － － 
353,000 

□192,000 

最低（円） － － － － 
141,000 

□118,000 

月別 平成17年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 192,000 170,000 139,000 143,000 137,000 135,000 

最低（円） 123,000 132,000 124,000 121,000 118,000 120,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
  佐藤  茂 昭和41年６月２日生 

平成元年４月 株式会社賃貸住宅ニュース社入社

（注） 

平成４年４月 当社取締役 

平成６年８月 当社代表取締役社長 

平成10年２月 株式会社ミント社代表取締役（現

任） 

平成15年１月 当社代表取締役会長（現任） 

平成15年７月 株式会社エイブル総合研究所取締

役会長（現任） 

210,999 

取締役社長 

(代表取締役) 
  石川 貴 昭和44年５月10日生 

平成13年８月 当社入社 

平成15年10月 株式会社エイブル入社 

平成17年５月 同社関連業務部長 

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任）  

7 

専務取締役   鍛冶 道人 昭和24年８月31日生 

昭和47年４月 岡三証券株式会社入社 

平成９年11月 株式会社ダイケン専務取締役 

平成10年６月 当社入社 社長室室長 

平成13年10月 当社常勤監査役 

平成15年１月 当社専務取締役（現任） 

1,260 

取締役 制作管理担当 横山 正見 昭和35年７月16日生 

昭和55年４月 株式会社毛利金融入社 

昭和58年３月 東日本出版株式会社入社 

昭和63年９月 株式会社石井模型入社 

平成元年９月 株式会社賃貸住宅ニュース社入社

（注） 

平成４年４月 当社入社 

平成７年９月 当社仙台支社長 

平成11年12月 当社編集局長 

平成12年３月 当社取締役出版局長 

平成13年５月 株式会社エイビー・チンタイ取締

役 

平成15年１月 当社取締役編集部長 

平成15年11月 株式会社エイビー・チンタイ代表

取締役社長（現任） 

平成16年11月 当社取締役制作管理担当（現任） 

974 

取締役 営業本部長 鳩山 達彦 昭和28年４月26日生 

昭和51年４月 株式会社サンリオ入社 

平成９年３月 当社入社 九州支社長 

平成15年１月 当社取締役営業本部長（現任） 

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ代表取締役社長

（現任） 

960 

取締役 管理本部長 坪井 靖英 昭和32年４月10日生 

昭和53年９月 株式会社福武書店（現株式会社ベ

ネッセコーポレーション）入社 

平成２年６月 ニッカ株式会社入社 

平成13年６月 当社入社 経営企画室長 

平成14年４月 株式会社エイビー・チンタイ取締

役（現任） 

平成15年１月 当社取締役管理本部長（現任） 

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ取締役（現任） 

1,514 

 



 （注）１．代表取締役 佐藤 茂、取締役 横山 正見、監査役 大脇 康弘の略歴として記載した「株式会社賃貸住

宅ニュース社」は社名変更前の当社と同社名でありますが、当社設立前に情報誌発行を事業としていた別会

社であります。 

    ２．取締役 杉山 洋一及び立石 知雄は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

     ３．取締役相談役 三河達明は平成17年逝去により退任しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役   杉山 洋一 昭和41年６月５日生 

平成元年４月 杉山硝子株式会社入社 

平成２年４月 同社取締役 

平成12年11月 同社代表取締役（現任） 

平成17年１月 当社取締役（現任） 

2,020 

取締役   立石 知雄 昭和44年２月６日生 

平成５年10月 オムロン・コミュニケーションク

リエイツ株式会社入社 

平成10年９月 株式会社サイバード取締役 

平成14年７月 オムロン株式会社入社 

平成16年６月 株式会社サンエイトホールディン

グス代表取締役（現任） 

平成17年１月 当社取締役（現任） 

－ 

常勤監査役   田村 守 昭和31年７月21日生 

昭和55年４月 金本会計事務所入所 

平成４年５月 総合コンサルティング株式会社入

社 

平成４年９月 当社入社 

平成11年８月 当社総務経理部副部長 

平成15年１月 当社常勤監査役（現任） 

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ監査役（現任） 

480 

常勤監査役   大脇 康弘 昭和32年12月13日生 

昭和63年６月 株式会社賃貸住宅ニュース社入社

（注） 

平成４年４月 当社入社 

平成９年９月 当社名古屋支社販売課長代理 

平成10年２月 当社名古屋支社情報審査課長代理 

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ出向 審査課長代

理 

平成17年１月 当社常勤監査役（現任） 

656 

監査役   神田 庄二 昭和10年２月19日生 

昭和28年４月 広島国税局入局 

昭和29年４月 鶴見税務署 

昭和62年７月 東京国税局調査第一部特別国税調

査官 

平成元年１月 東京国税局不服審判所横浜支所 

国税審判官 

平成３年７月 東京国税局総務部税務相談室 副

室長 

平成４年１月 保土ヶ谷税務署長 

平成５年８月 税理士事務所開設（現任） 

平成10年12月 株式会社エイビー・チンタイ監査

役（現任） 

平成11年１月 当社監査役（現任） 

200 

監査役   城田 昌良 昭和13年４月23日生 

昭和37年４月 野村證券株式会社入社 

平成元年６月 株式会社ジャフコ常務取締役 

平成４年６月 Nomura/JAFCO Investment (Asia) 

Ltd 社長 

平成12年７月 株式会社エグゼクティブ・パート

ナーズ 代表社員・理事（現任） 

平成16年１月 当社監査役（現任） 

－ 

計         220,463 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制の確立を重要な経営課題の一つと

考えております。 

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

 当社では監査役制度を採用しております。当事業年度末現在の当社は、「株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律」（以下「商法特例法」という。）の適用を受けておりませんので、商法特例法上の社外監査役

はおりませんが、監査役４名のうち２名は、商法特例法における社外監査役の要件を満たしております。 

（取締役会） 

 取締役会は９名で構成され、最低月１回、必要に応じて月に複数回の取締役会を開催し、報告事項及び議案の

審議を行っております。取締役のうち３名は、営業部門、編集部門、管理部門の統括責任者を兼務しておりま

す。また、当社の取締役５名が子会社の取締役を兼務しており、子会社の動向についても報告がなされておりま

す。 

 なお、取締役１名に関しましては、平成17年12月３日に逝去により退任しており、有価証券報告書提出日現在

の当社取締役は８名、内４名が子会社の取締役を兼務しております。 

（監査役監査） 

 当社は、商法特例法の適用を受けておりませんので、監査役会はありませんが、その代替として監査役の監査

の充実に努めるため監査役協議会を開催しております。監査役４名のうち、常勤監査役が２名、非常勤監査役が

２名とし、常勤監査役は常時監査業務に専念し、監査計画に基づいて監査を行い、非常勤監査役は取締役会に出

席するほか経営全般に関する客観的かつ公正な監査意見を開陳しております。 

 監査役協議会は、監査役全員の出席を図るため、原則として取締役会終了後に開催し、その監査役協議会にお

いて取締役会での報告事項及び議案運営が適切であったかどうかを確認するとともに、各監査役の活動状況につ

いて意見交換しております。また、監査役は、監査室及び監査法人の担当者と定期的に意見交換し、面談結果を

監査役協議会に報告し会社の状況把握及び問題点抽出に努めており、問題がある場合は取締役会で報告や、担当

役員・担当部署との意見交換を行い、問題点の解消に努める体制をとっております。 

（内部監査） 

 監査室は、業務の適正な運用及び業務の効率化のため、作成した内部監査計画に基づき監査を実施しておりま

す。内部監査の結果は取締役社長に報告され、問題があった場合には当該部署に改善を勧告し、業務の適正化を

促しております。また、監査役、監査法人と連携して会社業務の適切な運営、効率化に努めております。監査室

では、重点テーマを定めて継続的に監査を行うことで業務効率の向上を図っております。 

    （会計監査） 

      当社は、中央青山監査法人と監査契約を締結しており、会計監査を受けるとともに必要な助言、指導を受けて

おります。 

   当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務にかかる補助者の構成については以下の通り 

  であります。 

     （業務を執行した公認会計士の氏名） 

     指定社員 業務執行社員：安 義利 海野 隆善 

     （会計監査業務に係わる補助者の構成） 

      公認会計士 ６名 

      会計士補  12名 

      その他   １名 

 （その他） 

  日常業務においては、稟議制度の適切な運用により、独断や権限外の決裁の防止を図っております。 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 該当事項はありません。 



③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

（取締役会） 

 毎月１回以上開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を決定するとと

もに、前月の月次ベースでの業績の推移並びに予算と実績の差異について報告を行ってまいりました。 

（監査役協議会） 

 原則として毎月１回開催し、取締役会の運営状況及び監査計画に基づく監査結果の報告を行ってまいりまし

た。年間監査計画については、定時株主総会後の監査役協議会で決定しております。 

（内部監査） 

 年間の内部監査計画に基づき、内部監査を実施してまいりました。 

  

   （3）役員報酬 

 当事業年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）における当社の取締役及び監査役に対する役員報

酬は以下のとおりであります。 

役員報酬 

社内取締役に支払った報酬   240,940千円 

社外取締役に支払った報酬    3,600千円 

監査役に支払った報酬     15,249千円 

（上記の役員報酬のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額として27,558千円を支給） 

  

   （4）監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は28,000千円、上記以外の

業務に基づく報酬は5,000千円であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年11月１日から平成16年10月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成15

年11月１日から平成16年10月31日まで）及び当事業年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）の財務諸表

について、中央青山監査法人による監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成16年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  6,905,056 6,888,620 

２．売掛金  501,836 870,288 

３．たな卸資産  36,079 80,457 

４．繰延税金資産  174,704 120,128 

５．その他  103,416 877,501 

貸倒引当金  △3,417 △7,467 

流動資産合計  7,717,677 82.1 8,829,527 72.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物及び構築物  33,417 238,979   

減価償却累計額  12,532 20,885 46,645 192,333 

(2）工具器具備品  187,173 363,870   

減価償却累計額  103,468 83,704 202,683 161,187 

(3）その他  －   3,574   

減価償却累計額  － － 3,386 187 

有形固定資産合計  104,589 1.1 353,708 2.9

２．無形固定資産    

(1）商標権  620,188 875,310 

(2) 連結調整勘定   － 13,867 

(3）その他  439,994 512,364 

無形固定資産合計  1,060,182 11.3 1,401,542 11.5

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※1 196,176 1,102,436 

(2) 繰延税金資産    － 104,402 

(3）その他  321,162 482,825 

  貸倒引当金  △4,797 △67,175 

投資その他の資産合計  512,541 5.5 1,622,489 13.3

固定資産合計  1,677,313 17.9 3,377,740 27.7

資産合計  9,394,990 100.0 12,207,268 100.0

     
 



   
前連結会計年度 

（平成16年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   161,572 201,667 

２．短期借入金   200,000 1,556,983 

３．未払法人税等   894,628 791,558 

４．賞与引当金  24,963 40,223 

５．その他  430,564 503,208 

流動負債合計  1,711,728 18.2 3,093,640 25.4

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   300,000 100,000 

２．繰延税金負債   10,206 － 

３．退職給付引当金    － 11,897 

４．役員退職慰労引当金    － 30,200 

５．その他   30,693 202,280 

固定負債合計  340,899 3.6 344,377 2.8

負債合計  2,052,628 21.8 3,438,017 28.2

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※2  422,500 4.5 2,059,726 16.9

Ⅱ 資本剰余金   325,985 3.5 3,154,663 25.8

Ⅲ 利益剰余金   6,536,277 69.6 7,078,056 58.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 57,600 0.6 1,968 0.0

Ⅴ 自己株式  ※4 － － △3,525,164 △28.9

資本合計  7,342,362 78.2 8,769,250 71.8

負債・資本合計  9,394,990 100.0 12,207,268 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  9,618,050 100.0 10,553,216 100.0

Ⅱ 売上原価  2,241,321 23.3 2,910,288 27.6

売上総利益  7,376,728 76.7 7,642,927 72.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 3,474,802 36.1 4,075,352 38.6

営業利益  3,901,926 40.6 3,567,575 33.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  277 10,206   

２．受取配当金   － 224,104   

３．その他  564 842 0.0 11,590 245,901 2.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  17,153 13,950   

２．新株発行費   － 14,113   

３．たな卸資産廃棄損  6,870 －   

４．その他  1,084 25,108 0.3 9,421 37,485 0.3

経常利益  3,877,660 40.3 3,775,991 35.8

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  － － － 99,261 99,261 0.9

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※2 460 121   

２．固定資産除却損 ※3 648     10,734   

３．投資有価証券評価損    －     144,999   

４．連結調整勘定 
  一括償却額  

 ※4  － 1,108 0.0 126,162 282,017 2.7

税金等調整前当期純利
益 

 3,876,552 40.3 3,593,234 34.0

法人税、住民税及び事
業税 

 1,584,276 1,546,844   

法人税等調整額  22,101 1,606,378 16.7 62,959 1,609,804 15.2

当期純利益  2,270,173 23.6 1,983,429 18.8

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  225,985  325,985

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１．増資による新株の発行  100,000   2,495,226 

２．株式交換による新株の 
発行  

 － 100,000 333,452 2,828,678

Ⅲ 資本剰余金期末残高  325,985  3,154,663

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  4,905,853  6,536,277

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益  2,270,173 2,270,173 1,983,429 1,983,429

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  619,750 1,417,650 

２．役員賞与  20,000 639,750 24,000 1,441,650

Ⅳ 利益剰余金期末残高  6,536,277  7,078,056

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  3,876,552 3,593,234 

減価償却費  258,535 358,356 

連結調整勘定一括償却
額  

 － 126,162 

 連結調整勘定償却額  － 14,014 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 △4,271 12,025 

賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

 △7,370 4,000 

役員退職慰労引当金の増
減額  
（減少：△）  

 － △17,675 

受取利息及び受取配当金  △277 △234,310 

支払利息  17,153 13,950 

固定資産売却損  460 121 

固定資産除却損  648 10,734 

投資有価証券売却益   － △99,261 

投資有価証券評価損   － 144,999 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 △2,210 △107,849 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 17,397 △27,439 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 2,305 54,459 

役員賞与の支払額  △20,000 △24,000 

その他  △14,318 △168,515 

小計  4,124,603 3,653,009 

利息及び配当金の受取額  263 234,310 

利息の支払額  △17,294 △14,850 

法人税等の支払額  △1,801,549 △1,699,969 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,306,023 2,172,500 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

固定資産の取得による支
出 

 △148,069 △416,028 

投資有価証券の取得によ
る支出  

 － △1,002,500 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 － 144,261 

連結子会社の取得による
支出 

 － △204,911 

定期預金の払戻しによる
収入  

 － 1,005 

貸付による支出  － △50,000 

保証金の差入による支出  △67,842 △153,370 

保証金の返還による収入  22,451 180,903 

その他  △10,955 △3,662 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △204,416 △1,504,302 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増減  － △346,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △200,000 △208,445 

ファイナンス・リース債
務の返済による支出 

 △50,597 △51,902 

株式の発行による収入  215,000 4,132,452 

自己株式の取得による支
出 

 － △3,525,164 

配当金の支払額  △619,750 △1,417,650 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △655,347 △1,416,709 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

 1,446,259 △748,511 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残
高 

 5,458,797 6,905,056 

Ⅵ 株式交換による現金及び現
金同等物の増加額  

 － 732,075 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残
高 

※1 6,905,056 6,888,620 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

株式会社ＨＤＡ 

(1)連結子会社の数 ５社 

連結子会社名 

株式会社ＨＤＡ 

 

   株式会社サンスイ 

   株式会社エーシーサービス 

   株式会社エアーアンドシーサービス 

   有限会社ホットブーム 

   株式を取得したことにより、当連結会

計年度より、株式会社サンスイ、株式会

社エーシーサービス、株式会社エアーア

ンドシーサービス、有限会社ホットブー

ムを連結の範囲に含めております。 

 (2)非連結子会社の名称等 

株式会社エイビー・チンタイ 

非連結子会社は小規模会社であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除外しております。 

(2)非連結子会社の名称等 

      同左 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の非連結子会社及び持分

法適用の関連会社はありません。 

(1)       同左 

 (2)持分法を適用していない非連結子会

社の名称等 

株式会社エイビー・チンタイ 

持分法を適用していない非連結子会社

は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等が連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除外しております。 

(2)       同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

・その他有価証券 

（時価のあるもの） 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

イ．有価証券 

・その他有価証券 

      ――――――― 

 （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

（時価のないもの） 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 ロ．たな卸資産 

・商品 

 移動平均法による低価法を採用

しております 

ロ．たな卸資産 

・商品 

同左 

 ・製品、仕掛品 

 個別法による原価法を採用して

おります。 

・製品、仕掛品 

 同左 

 ・貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を

採用しております。 

・貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

・工具器具備品 ３～20年 

イ．有形固定資産 

同左 

 ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

ロ．無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

イ．貸倒引当金 

同左 

 ロ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、賞与支給見込額の

当連結会計期間負担額を計上してお

ります。 

ロ．賞与引当金 

同左 

 ハ．   ――――――― ハ．退職給付引当金  

一部の連結子会社は、従業員に対

する退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務見

込額に基づき計上しております。  

 ニ．   ――――――― ニ．役員退職慰労引当金  

一部の連結子会社は、役員に対す

る退職慰労金支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上して

おります。  

(4)リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式を採用しております。 

イ．消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項  

       ―――――――  連結調整勘定の償却については５年間

の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

 同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還

期限の到来する短期的な投資からなって

おります。 

同左 



表示方法の変更  

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

        ―――――――――  （連結損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示

していた「新株発行費」（前事業年度685千円）は、営

業外費用の総額の100分の10を超えることとなったため

区分掲記することに変更いたしました。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年10月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 30,000千円 投資有価証券（株式） 30,000千円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式235,000株であ

ります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式549,872株であ

ります。 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

保証極度相当額 44,663千円 保証極度相当額 76,379千円

保証人代行事業に係る保証極度相当額でありま

す。 

 ※４       ―――――――――    

保証人代行事業に係る保証極度相当額でありま

す。 

※４ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

27,079株であります。 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

広告宣伝費 945,885千円

配送費 357,438 

貸倒引当金繰入額 131 

賞与引当金繰入額 21,393 

業務委託費 479,458 

広告宣伝費 1,084,999千円

配送費 360,184 

貸倒引当金繰入額 12,538 

賞与引当金繰入額 23,451 

業務委託費 372,333 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

電話加入権 160千円

会員権 300 

合計 460 

電話加入権 121千円

    

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

長期前払費用 648千円 建物 10,178千円

ソフトウェア  555 

合計  10,734千円

 ※４       ――――――――― ※４ 連結調整勘定一括償却額は、子会社株式の減損に

伴い連結調整勘定を一括償却したものであります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

（平成16年10月31日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

（平成17年10月31日現在） 

現金及び預金勘定 6,905,056千円

現金及び現金同等物 6,905,056千円

現金及び預金勘定 6,888,620千円

現金及び現金同等物 6,888,620千円

２       ―――――――――  ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出(純額)との関係は次のとおりで

あります。 

㈱サンスイ、㈲ホットブーム  

流動資産  96,964千円

固定資産   62,814千円

連結調整勘定   140,176千円

流動負債   △129,956千円

㈱サンスイ、㈲ホットブームの

取得価額 

 

169,999千円

㈱サンスイ、㈲ホットブームの

現金及び現金同等物  

 

57,324千円

差引：㈱サンスイ、㈲ホットブ

ームの取得による支出  

 

112,675千円

 ㈱エアーアンドシーサービス  

流動資産   198,108千円

固定資産    74,234千円

連結調整勘定   13,867千円

流動負債   △119,860千円

固定負債   △11,897千円

㈱エアーアンドシーサービスの

取得価額  

 

154,453千円

㈱エアーアンドシーサービスの

現金及び現金同等物  

 

62,217千円

差引：㈱エアーアンドシーサー

ビスの取得による支出 

 

92,235千円

  ３       ―――――――――  ３ 株式交換により新たに株式会社エーシーサービス

を連結したことに伴う、連結開始時の資産及び負債

の内訳は次のとおりです。なお、当該株式交換によ

り増加した資本準備金は333,452千円であります。 

流動資産  1,564,440千円

固定資産  877,574千円

 資産合計   2,442,015千円

流動負債   1,976,008千円

固定負債 132,555千円

 負債合計 2,108,563千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産 3,075 3,024 51 

合計 3,075 3,024 51 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産 274,986 93,216 181,769

無形固定資
産  

9,168 8,675 492

合計 284,154 101,892 182,261

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 111千円

１年超 －千円

合計 111千円

１年内 48,340千円

１年超 133,951千円

合計 182,291千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 2,180千円

減価償却費相当額 1,939千円

支払利息相当額 30千円

支払リース料 20,784千円

減価償却費相当額 20,685千円

支払利息相当額 69千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について 

は利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

 未経過リース料 

１年内 4,510千円

１年超 190千円

合計 4,700千円

１年内 190千円

１年超 －千円

合計 190千円



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日）  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  種類 

前連結会計年度 
（平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年10月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1)株式 45,000 141,000 96,000 － － － 

(2)債券          

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 45,000 141,000 96,000 － － － 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券          

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 45,000 141,000 96,000 － － － 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

144,261 99,261 － 

  

前連結会計年度 
（平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年10月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式     

非上場株式 30,000 30,000 

(2)その他有価証券     

非上場株式 25,176 372,436 

匿名組合出資金  － 300,000 

投資事業組合出資金  － 400,000 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

連結子会社１社にて退職一時金制度を採用しております。  

２．退職給付債務及びその内訳  

(注)退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。  

３．退職給付費用の内訳 

 退職一時金制度を採用している連結子会社は、当連結会計年度末において、貸借対照表のみを連結してお

ります。このため、退職給付費用の内訳に関する記載を省略しております。  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。  

 
前連結会計年度 

（平成16年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年10月31日） 

退職給付債務（千円） － 11,897 

退職給付引当金（千円） － 11,897 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年10月31日） 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金損金算入限度超過額 9,985千円

未払事業税否認 79,245  

売掛金調整 14,816  

売上差額調整 83,159  

その他 18,540  

繰延税金資産計 205,746  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額 △38,400  

その他 △2,848  

繰延税金負債計 △41,248  

繰延税金資産の純額 164,498  

繰延税金資産    

賞与引当金損金算入限度超過額 16,240千円

未払事業税否認 53,481  

売上差額調整 35,122  

貸倒引当金損金算入限度超過額  17,150  

投資有価証券評価損否認 57,999  

税務上の繰越欠損金 49,970  

その他 51,330  

繰延税金資産小計 281,295  

評価性引当額 △53,383  

繰延税金資産合計  227,912  

繰延税金負債   

その他 △3,381  

繰延税金負債合計 △3,381  

繰延税金資産の純額 224,531  

    

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0% 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  

同族会社の留保金額に対する税額の項目 0.3  

住民税均等割等 0.1  

その他 0.9  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.4  

法定実効税率 40.0% 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  

同族会社の留保金額に対する税額の項目 0.5  

住民税均等割等 0.3  

連結調整勘定償却額  1.6  

連結子会社の繰越欠損金の充当  0.9  

過年度法人税等  1.0  

法人税法上の特別税額控除  △0.7  

その他 0.9  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8  

    



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日）及び当連結会計年度（自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日） 

 メディア事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメント売上高及び営業利益の合計額に占める割合が、

いずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日）及び当連結会計年度（自平成16年11月１日 至

平成17年10月31日） 

 本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日）及び当連結会計年度（自平成16年11月１日 至

平成17年10月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日） 

役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

㈱エイブ

ル 

東京都

港区 
2,622,077 

不動産賃貸

仲介業 
－ － 

当社の

情報誌

に広告

を掲載 

広告掲

載料の

受取 

7,622,916 売掛金 322,817 

書籍の

販売 
6,501 － － 

事務所

賃借料

等の支

払 

86,443 前払費用 6,956 

    
差入保証

金 
70,813 

キャン

ペーン

報奨金

の支払 

9,374 未払金 6,678 

社宅賃

借料等

の支払 

596 
差入保証

金 
1,564 

給与負

担金の

支払 

1,235 － － 

同上 
エイブル

保証㈱ 

東京都

港区 
100,000 

賃貸アパー

ト、マンシ

ョンのサブ

リース業 

－ － 

当社の

情報誌

に広告

を掲載 

広告掲

載料の

受取 

26,467 売掛金 1,429 

書籍の

販売 
95 － － 

事務所

賃借料

の支払 

67,272 前払費用 5,886 

    
差入保証

金 
110,000 

社宅賃

借料等

の支払 

971 前払費用 71 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社 

㈱デイク 
大阪市

北区 
10,000 

不動産賃貸

業 
－ － 

当社が

事務所

を賃借 

事務所

賃借料

等の支

払 

36,080 － － 

同上 

㈱エーシ

ーサービ

ス 

東京都

港区 
220,000 

保険代理媒

介業、広告

代理店業、

情報サービ

ス業 

－ － 

当社が

広告宣

伝活動

を委託 

広告掲

載料の

受取 

8,252 売掛金 1,228 

広告宣

伝活動

の委託 

426,050 前払費用 472 

    未払金 15,638 

販促物

の購入 
22,528 ー － 

システ

ムの運

用の委

託 

189,488 － － 

ソフト

ウェア

の購入 

15,012 － － 

パソコ

ンの購

入 

7,385 未払金 3,992 

 



 （注）１．主要株主(個人)佐藤茂は当社の役員であり、「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有し

ている会社等」との取引は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等」との取引と、ま

た、「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引は「役

員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引と同一であります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が32.8％、主要株主の近親者が26.3％（間接所有を含む）を所有）との

取引 

①広告掲載料は、物件の月額賃料を基準に、決定しております。 

②書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。 

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。 

④報奨金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に、店舗数に応じて決定しております。 

⑤社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。 

⑥給与負担金は、出向先の給与体系を基準に、交渉の上決定しております。 

 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が12％を間接所有、関連当事者である㈱

エイブルが18％を所有）との取引 

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。 

②書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。 

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。 

④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。 

 （3）㈱デイク(主要株主である佐藤茂及びその近親者が100％を間接所有）との取引 

事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考にしております。 

 （4）㈱エーシーサービス(主要株主である佐藤茂及びその近親者が90.9％を間接所有、関連当事者である㈱エイ

ブルが9.1％を所有）との取引 

①広告掲載料は、当社の基本料金体系によっております。 

②広告宣伝料は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

③販促物の購入価格は、一般市場価格によっております。 

④システム運用委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

⑤ソフトウェアの制作費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

⑥パソコンの購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

 （5）㈱エイブル総合研究所（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引 

①業務委託費は、「業務委託契約」により、決定しております。 

②出向者給与は、当社の給与体系を基準に、交渉の上決定しております。 

 ３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

次へ  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社 

㈱エイブ

ル総合研

究所 

東京都

港区 
50,000 

経営コンサ

ルタント業 
－ 

兼任１

名 

当社が

調査活

動を委

託 

業務委

託費の

支払 

22,500 － － 

出向者

人件費

の受取 

3,143 － － 



当連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

㈱エイブ

ル 

東京都

港区 
2,622,077 

不動産賃貸

仲介業 
－ － 

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載 

広告掲

載料の

受取 

7,872,236 売掛金 342,367 

書籍の

販売 
13,000 － － 

事務所

賃借料

等の支

払 

32,469 前払費用 604 

    
差入保証

金 
5,435 

キャン

ペーン

協賛金

等の支

払 

60,228 未払金 18,385 

    未収入金 1,155 

取次手

数料等

の支払 

1,370 － － 

社宅更

新料の

支払 

115 － － 

同上 
エイブル

保証㈱ 

東京都

港区 
100,000 

賃貸アパー

ト、マンシ

ョンのサブ

リース業 

－ － 

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載 

広告掲

載料の

受取 

29,424 売掛金 1,730 

書籍の

販売 
2,141 － － 

事務所

賃借料

の支払 

67,272 前払費用 84 

社宅賃

借料等

の支払 

2,854 
差入保証

金 
110 

広告宣

伝活動

の委託 

350 － － 

取次手

数料等

の支払 

526 － － 

同上 ㈱ＡＭＰ 
東京都

港区  
60,000 

労働者派遣

事業  
－  － 

当社が

人材斡

旋を受

ける 

人材紹

介斡旋

料の支

払  

3,600 － － 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社 

㈱デイク 
大阪市

北区 
10,000 

不動産賃貸

業 
－  － 

当社が

事務所

を賃借 

事務所

賃借料

等の支

払 

22,960 － － 

 



 （注）１．主要株主(個人)佐藤茂は当社の役員であり、「主要株主(個人)及びその近親者が議決権の過半数を所有して

いる会社等」との取引は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等」との取引と、ま

た、「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引は「役

員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引と同一であります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が47.7％（間接所有を含む）を所有）との

取引 

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。 

②書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。 

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。 

④報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。 

⑤取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次ぎ件数に応じて決定しております. 

⑥社宅更新料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。 

 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％を所有）との取引 

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。 

②雑誌・書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。 

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。なお、平成17年10月31日をもっ

て、同契約を終了し、当社の子会社である㈱エーシーサービスと改めて賃貸借契約を平成17年11月１日付

で締結し、今後も継続してまいります。契約上、同社との賃貸借契約に基づいておりますが、実質的には

同社を経由した当社とエイブル保証㈱との取引と認識しております. 

④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。 

⑤広告宣伝活動の委託は、「広告掲出に関する契約書」により、決定しております。また、広告掲載料の取

次に関する手数料は、広告掲載の取次ぎ件数に応じて決定しております。  

 （3）㈱ＡＭＰ（主要株主である佐藤茂が100％を所有） 

  ㈱アイルに支払った人材紹介斡旋料は、契約上、同社との人材斡旋契約に基づいておりますが、実質的に

は同社を経由した当社と㈱ＡＭＰとの取引と認識しております。 

 （4）㈱デイク(主要株主である佐藤茂及びその近親者が100％を間接所有）との取引 

  当社の連結子会社である㈱ＨＤＡが、㈱デイクに支払っている事務所賃借料は、契約上、同社との賃貸借

契約ではありますが、実質的には同社を経由した当社と㈱デイクとの取引と認識しております。なお、同契

約は平成17年５月に終了しております。  

 （5）㈱エーシーサービスとの取引 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

  同上 

㈱エーシ

ーサービ

ス 

東京都 

港区 
220,000 

 保険代理

媒介業、広

告代理店

業、情報サ

ービス業 

－  － 

当社が

システ

ム運用

を委託 

広告宣

伝活動

の委託 

450 － － 

システ

ム運用

の委託 

144,707 買掛金 17,796 

    
長期前払費

用 
2,780 

パソコ

ン等の

購入 

604 
建物附属設

備 
2,814 

    
工具器具備

品 
19,636 

ソフト

ウェア

の制作

費 

  
ソフトウェ

ア 
29,923 

同上 

㈱エイブ

ル総合研

究所 

東京都

港区 
50,000 

経営コンサ

ルタント業 
－ 兼任１名

当社が

調査活

動を委

託 

業務委

託費の

支払 

21,000 － － 

編集費

の支払 
3,000 － － 

広告宣

伝活動

の委託 

444 前払費用 538 

    未払金 7 



①広告宣伝活動の委託は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

②システム運用委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

③パソコン等の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

④ソフトウェアの制作費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

       なお、㈱エーシーサービスは、平成17年８月１日より当社の100％子会社となったため、取引金額について

は、平成16年11月１日から平成17年７月31日までの取引金額を記載しており、期末残高は、平成17年７月31

日現在の残高を記載しております。 

 （6）㈱エイブル総合研究所（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引 

①業務委託費は、「業務委託契約」により、決定しております。 

②編集費は、①の「業務委託契約」に基づいて、決定しております。  

③広告宣伝活動の委託は、「広告掲出に関する契約書」により、決定しております。 

  ３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 31,141円97銭 

１株当たり当期純利益金額 10,294円25銭 

１株当たり純資産額 16,758円93銭 

１株当たり当期純利益金額 3,794円04銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額  
 3,625円77銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので、記載しておりません。 

 当社は平成17年６月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度末における１株当たり情報は、下記

のとおりであります。  

  

１株当たり純資産額  15,570円99銭  

１株当たり当期純利益金

額  
5,147円13銭  

  
前連結会計年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  2,270,173 1,983,429 

普通株主に帰属しない金額（千円） 24,000 7,800 

 （うち利益処分による役員賞与金） (24,000) (7,800) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,246,173 1,975,629 

期中平均株式数（株） 218,197 520,719 

      

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円）  － － 

 普通株式増加数（株）  － 24,167 

 （うち新株予約権）  (－) (24,167) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 第１回新株予約権、第２回新株予

約権、第３回新株予約権及び第４

回新株予約権。この詳細は、「第

４提出会社の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

 第５回新株予約権、第６回新株予

約権。この詳細は、「第４提出会

社の状況、１株式等の状況、(2)新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 平成16年10月８日及び平成16年10月22日開催の取締役

会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成 

16年11月14日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成16年11月14日付で資本金は1,825,000千

円、発行済株式総数は257,000株となっております。 

 ―――――――――  

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式

による募集) 

② 発行する株式の種類及

び数 

：普通株式    22,000株 

③ 発行価格 ：１株につき  180,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき  166,500円 

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。 

 なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引

受人の手取金となります。  

⑤ 発行価額 ：１株につき  127,500円 

(資本組入額  63,750円)

⑥ 発行価額の総額 ：     2,805,000千円 

⑦ 払込金額の総額 ：     3,663,000千円 

⑧ 資本組入額の総額 ：     1,402,500千円 

⑨ 払込期日 ：平成16年11月14日 

⑩ 配当起算日 ：平成16年11月１日 

⑪ 資金の使途 ：新規事業への投資等 

 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．その他有利子負債「リース未払金（１年以内返済予定）」及び「リース未払金（１年超返済予定）」は、連

結貸借対照表では、それぞれ流動負債「その他」及び固定負債「その他」に含まれております。 

３．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年以内

における返済予定額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 1,356,983 0.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 200,000 200,000 1.5 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 300,000 100,000 1.5 平成17年～19年 

その他の有利子負債         

リース未払金（1年以内返済予定） 51,902 22,693 2.5 － 

リース未払金（1年超返済予定） 22,693 － － 平成17年～18年 

合計 574,595 1,679,677 － － 

  
１年超２年以内 
  （千円） 

２年超３年以内 
  （千円） 

３年超４年以内 
  （千円） 

４年超５年以内 
  （千円） 

長期借入金 100,000 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成16年10月31日） 
当事業年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  6,895,491 6,073,115 

２．売掛金  495,144 564,957 

３．商品  156 1,344 

４．製品  680 2,354 

５．仕掛品  32,905 51,154 

６．貯蔵品  2,337 2,467 

７．前払費用  79,946 99,349 

８．繰延税金資産  174,656 77,869 

９．短期貸付金  ※4  － 227,000 

10．その他  23,463 11,980 

貸倒引当金  △3,397 △3,259 

流動資産合計  7,701,384 82.0 7,108,334 70.2

Ⅱ 固定資産    

     

１．有形固定資産    

（1）建物  32,367 53,686   

減価償却累計額  12,270 20,097 8,906 44,780 

（2）構築物  1,050 1,050   

減価償却累計額  261 788 347 702 

（3）工具器具備品  187,173 275,093   

減価償却累計額  103,468 83,704 157,813 117,280 

有形固定資産合計  104,589 1.1 162,763 1.6

２．無形固定資産    

（1）商標権  620,188 540,168 

（2）ソフトウエア  432,096 444,831 

（3）その他  7,488 7,020 

無形固定資産合計  1,059,772 11.3 992,019 9.8

 



    
前事業年度 

（平成16年10月31日） 
当事業年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

（1）投資有価証券  166,176 882,676 

（2）関係会社株式  40,000 527,909 

（3）破産・更生等債権  6,151 5,369 

（4）長期前払費用  34,487 25,519 

（5）繰延税金資産  － 157,292 

（6）差入保証金  257,048 232,653 

（7）その他  23,475 33,793 

貸倒引当金  △4,797 △4,421 

投資その他の資産合計  522,541 5.6 1,860,794 18.4

固定資産合計  1,686,903 18.0 3,015,576 29.8

資産合計  9,388,288 100.0 10,123,910 100.0 

     
 



    
前事業年度 

（平成16年10月31日） 
当事業年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  161,572 182,872 

２．一年以内返済予定 
長期借入金 

 200,000 200,000 

３．未払金  328,814 249,791 

４．未払費用  8,936 7,708 

５．未払法人税等  893,980 579,000 

６．未払消費税等  72,449 19,669 

７．前受金  4,846 4,917 

８．預り金  9,784 10,156 

９．前受収益  687 1,882 

10．賞与引当金  24,963 24,906 

11．その他  17 4,868 

流動負債合計  1,706,052 18.2 1,285,774 12.7

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  300,000 100,000 

２．繰延税金負債  10,454 － 

３．その他  30,693 7,600 

固定負債合計  341,147 3.6 107,600 1.1

負債合計  2,047,200 21.8 1,393,374 13.8

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※1 422,500 4.5 2,059,726 20.3

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  325,985 3,154,663   

資本剰余金合計  325,985 3.5 3,154,663 31.2

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  7,500 7,500   

２．任意積立金    

(1）特別償却準備金  5,387 4,130   

(2）別途積立金  500,000 500,000   

３．当期未処分利益  6,022,115 6,529,680   

利益剰余金合計  6,535,003 69.6 7,041,310 69.5

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

 57,600 0.6 － －

Ⅴ 自己株式  ※2  － － △3,525,164 △34.8

資本合計  7,341,088 78.2 8,730,535 86.2

負債資本合計  9,388,288 100.0 10,123,910 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  9,603,076 100.0 9,939,957 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,241,321 23.3 2,582,457 26.0

売上総利益  7,361,755 76.7 7,357,499 74.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 3,461,203 36.1 3,804,527 38.3

営業利益  3,900,551 40.6 3,552,972 35.7

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  277 1,246   

２．古紙売却収入  － 2,831   

３．その他  564 842 0.0 2,400 6,478 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  17,153 12,067   

２．新株発行費   － 14,113   

３．自己株式取得費用   － 3,643   

４．たな卸資産廃棄損  6,870 －   

５．その他  1,084 25,108 0.2 2,730 32,556 0.3

経常利益  3,876,285 40.4 3,526,894 35.5

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  － 99,261   

２．貸倒引当金戻入益  － － － 144 99,405 1.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※2 711 340   

２．固定資産除却損 ※3 648     9,330   

３．投資有価証券評価損    －     144,999   

４．関係会社株式評価損    － 1,359 0.1 169,995 324,666 3.3

税引前当期純利益  3,874,926 40.3 3,301,633 33.2

法人税、住民税 
及び事業税 

 1,583,628 1,386,236   

法人税等調整額  22,397 1,606,026 16.7 △32,560 1,353,676 13.6

当期純利益  2,268,900 23.6 1,947,956 19.6

前期繰越利益  3,753,215 5,082,873 

中間配当額   － 501,150 

当期未処分利益  6,022,115 6,529,680 

     



売上原価明細書 

(注) 

   
前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  427,596 19.2 536,678 20.6

Ⅱ 労務費  64,100 2.8 49,919 1.9

Ⅲ 経費 ※1 1,739,404 78.0 2,017,692 77.5

小計  2,231,101 100.0 2,604,289 100.0 

当期商品仕入高  2,371 2,860 

期首仕掛品たな卸高  38,186 32,905 

期首商品たな卸高  176 156 

期首製品たな卸高  14,076 680 

他勘定振替高 ※2 10,848 3,581 

期末仕掛品たな卸高  32,905 51,154 

期末商品たな卸高  156 1,344 

期末製品たな卸高  680 2,354 

売上原価  2,241,321 2,582,457 

     

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

原価計算の方法 

 雑誌・書籍 

 個別原価計算であります。 

原価計算の方法 

 雑誌・書籍 

同左 

※１．主な内訳は次のとおりであります。 ※１．主な内訳は次のとおりであります。 

外注制作費 898,766千円

外注編集費 388,349千円

外注制作費 929,707千円

外注編集費 420,250千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売促進費への振替高 2,580千円

たな卸資産廃棄損への振替高 8,214 

たな卸減耗損への振替高 53 

合計 10,848 

販売促進費への振替高 2,608千円

たな卸資産廃棄損への振替高 969 

たな卸減耗損への振替高 4 

合計 3,581 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年１月27日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年１月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  6,022,115  6,529,680

Ⅱ 任意積立金取崩高   

１．特別償却準備金取崩高  1,257 1,257 1,257 1,257

合計  6,023,373  6,530,937

Ⅲ 利益処分額   

１．配当金  916,500 522,793 

２．役員賞与金  24,000 940,500 － 522,793

（うち監査役賞与金）  (1,853) （－） 

Ⅳ 次期繰越利益  5,082,873  6,008,144

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2)その他有価証券 

――――――― 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

 移動平均法による低価法を採用して

おります。 

(1)商品 

同左 

 (2)製品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2)製品 

同左 

 (3)仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(3)仕掛品 

同左 

 (4)貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

(4)貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

工具器具備品３～20年 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2)無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

新株発行費 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

次へ  

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで区分掲記していた固定負債の「長期

未払金」（当事業年度22,693千円）は、負債・資本の

額の100分の１以下となったため、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

していた「短期貸付金」（前事業年度10,000千円）

は、資産の総額の100分の１を超えることとなったた

め区分掲記することに変更いたしました。      

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示していた「たな卸資産廃棄損」（前事業年度600千

円）は、営業外費用の合計額の100分の10を超えるこ

ととなったため区分掲記することに変更いたしまし

た。 

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示していた「新株発行費」（前事業年度685千円）

は、営業外費用の総額の100分の10を超えることとな

ったため区分掲記することに変更いたしました。   



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成16年10月31日） 

当事業年度 
（平成17年10月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 720,000株

発行済株式総数  普通株式 235,000株

授権株式数    普通株式  1,440,000株

発行済株式総数  普通株式 549,872株

※２       ――――――――― 

  

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式27,079 

株であります。 

 ３ 配当制限  

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は57,600千

円であります。   

 ※４       ―――――――――  

 ３       ―――――――――  

  

  

  

 ※４ 関係会社項目 

       関係会社に対する資産には次のものがあります。 

  

       短期貸付金            227,000千円 

  

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は48％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は52％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は49％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は51％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 945,885千円

販売促進費 251,224 

配送費 357,502 

貸倒引当金繰入額 111 

役員報酬 239,230 

給与諸手当 317,438 

賞与 22,643 

賞与引当金繰入額 21,393 

地代家賃 192,803 

減価償却費 147,301 

業務委託費 479,458 

広告宣伝費 1,071,545千円

販売促進費 307,912 

配送費 360,184 

役員報酬 259,789 

給与諸手当 340,484 

賞与 25,692 

賞与引当金繰入額 23,451 

地代家賃 153,327 

減価償却費 164,827 

業務委託費 383,378 

※２ 固定資産売却損は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却損は次のとおりであります。 

電話加入権 411千円

会員権 300 

 計 711 

電話加入権 340千円

※３ 固定資産除却損は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損は次のとおりであります。 

長期前払費用 648千円 建物 8,774千円

ソフトウェア 555 

 計 9,330 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

  前事業年度（平成16年10月31日）及び当事業年度（平成17年10月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,075 3,024 51 

合計 3,075 3,024 51 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,294 603 2,690

合計 3,294 603 2,690

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 111千円

１年超 －千円

合計 111千円

１年内 641千円

１年超 2,079千円

合計 2,720千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 2,180千円

減価償却費相当額 1,939千円

支払利息相当額 30千円

支払リース料 754千円

減価償却費相当額 655千円

支払利息相当額 69千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

    未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

    未経過リース料 

１年内 4,510千円

１年超 190千円

合計 4,700千円

１年内 190千円

１年超 －千円

合計 190千円



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成16年10月31日） 

当事業年度 
（平成17年10月31日） 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金損金算入限度超過額 9,985千円

未払事業税否認 79,200  

売掛金調整 14,816  

売上差額調整 83,159  

その他 18,289  

繰延税金資産計 205,450  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額 △38,400  

その他 △2,848  

繰延税金負債計 △41,248  

繰延税金資産の純額 164,202  

繰延税金資産    

賞与引当金損金算入限度超過額 9,962千円

未払事業税否認 39,200  

売掛金調整 35,122  

関係会社株式評価損 67,998  

投資有価証券評価損 57,999  

その他  28,261  

繰延税金資産計 238,544  

繰延税金負債   

その他 △3,381  

繰延税金負債計 △3,381  

繰延税金資産の純額 235,162  

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0% 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  

同族会社の留保金額に対する税額の項目 0.3  

住民税均等割等 0.1  

その他 0.9  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.4  

法定実効税率 40.0% 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  

過年度法人税等 1.1  

住民税均等割等 0.1  

その他 △0.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.0  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 31,136円55銭 

１株当たり当期純利益金額 10,288円41銭 

１株当たり純資産額 16,699円80銭 

１株当たり当期純利益金額 3,740円90銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額  
3,574円98銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので、記載しておりません。 

 当社は平成17年６月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度末における１株当たり情報は、下記のと

おりであります。 

  

１株当たり純資産額  15,568円27銭 

１株当たり当期純利益金

額  
 5,144円21銭 

  
前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり当期純利益金額      

当期純利益（千円）  2,268,900 1,947,956 

普通株主に帰属しない金額（千円） 24,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金）  (24,000) （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,244,900 1,947,956 

期中平均株式数（株） 218,197 520,719 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

 当期純利益調整額（千円）  － － 

 普通株式増加数（株）  － 24,167 

 （うち新株予約権）  （－） (24,167) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たりの当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

第１回新株予約権、第２回新株予

約権、第３回新株予約権及び第４

回新株予約権。この詳細は、「第

4 提出会社の状況、1 株式等の状

況、（2）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

第５回新株予約権、第６回新株予

約権。この詳細は、「第4 提出会

社の状況、1 株式等の状況、（2）

新株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 平成16年10月８日及び平成16年10月22日開催の取締役

会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成 

16年11月14日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成16年11月14日付で資本金は1,825,000千

円、発行済株式総数は257,000株となっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式

による募集) 

② 発行する株式の種類及

び数 

：普通株式    22,000株 

③ 発行価格 ：１株につき  180,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき  166,500円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき  127,500円 

(資本組入額  63,750円)

⑥ 発行価額の総額 ：     2,805,000千円 

⑦ 払込金額の総額 ：     3,663,000千円 

⑧ 資本組入額の総額 ：     1,402,500千円 

⑨ 払込期日 ：平成16年11月14日 

⑩ 配当起算日 ：平成16年11月１日 

⑪ 資金の使途 ：新規事業への投資等 

 ――――――――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

種類及び銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

 投資有価証券 
 その他有

価証券 

㈱アドパーク 280 15,176 

㈱オープンドア 275 167,500 

㈱デスティナ・ジャパン 50 0 

計 605 182,676 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

 投資有価証券 
 その他有

価証券 

（匿名組合契約）     

 匿名組合契約（１銘柄） － 300,000 

（投資事業有限責任組合契約）     

 投資事業有限責任組合契約（２銘柄） 32 400,000 

計 32 700,000 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 32,367 39,991 18,672 53,686 8,906 6,534 44,780 

構築物 1,050 － － 1,050 347 85 702 

工具器具備品 187,173 87,920 － 275,093 157,813 54,344 117,280 

有形固定資産計 220,590 127,912 18,672 329,830 167,067 60,965 162,763 

無形固定資産               

商標権 800,200 － － 800,200 260,031 80,020 540,168 

ソフトウェア 763,554 186,166 617 949,103 504,272 172,876 444,831 

その他 7,488 － 468 7,020 － － 7,020 

無形固定資産計 1,571,242 186,166 1,085 1,756,323 764,304 252,896 992,019 

長期前払費用 93,249 3,293 33,864 62,678 37,158 12,261 25,519 

繰延資産 － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式数は、27,079株であります。 

   ２．発行済株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

           一般公募での新株発行による増加     22,000株 

          新株予約権の行使による増加        8,277株 

          株式分割（１：２）による増加      259,515株 

           株式交換に伴った新株発行による増加    25,080株 

３．資本金の増加の内訳は、次のとおりであります。 

           一般公募での新株発行による増加    1,402,500千円 

          新株予約権の行使による増加       234,726千円 

        ４．資本準備金の増加の内訳は、次のとおりであります。 

           一般公募での新株発行による増加    2,260,500千円 

          新株予約権の行使による増加       234,726千円 

          株式交換による増加            333,452千円 

        ５．任意積立金の減少の内訳は、次のとおりであります。 

           利益処分による減少             1,257千円 

資産の種類 内容 増加額（千円） 

建物 本社移転関係 38,401 

工具器具備品 Web関係 55,104 

  広告関係 22,935 

  本社移転関係 7,508 

ソフトウェア Web関係 116,927 

  出稿システム関係 55,104 

長期前払費用 Web関係 3,033 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 422,500 1,637,226 － 2,059,726 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）1、2、3 （株） (235,000) (314,872) (－) (549,872) 

普通株式（注）1、2、3 （千円） 422,500 1,637,226 － 2,059,726 

計 （株） (235,000) (314,872) (－) (549,872) 

計 （千円） 422,500 1,637,226 － 2,059,726 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 

（注）4 
（千円） 317,500 2,828,678 － 3,146,178 

合併差益 （千円） 8,485 － － 8,485 

計 （千円） 325,985 2,828,678 － 3,154,663 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 7,500 － － 7,500 

（任意積立金）           

特別償却準備金 

（注）5 
（千円） 5,387 － 1,257 4,130 

別途積立金 （千円） 500,000 － － 500,000 

計 （千円） 512,887 － 1,257 511,630 



【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、債権の回収等による戻入額2,429千円及び洗替による戻入額3,397千円で

あります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 8,194 5,682 368 5,826 7,681 

賞与引当金 24,963 24,906 24,963 － 24,906 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．売掛金 

（ａ）相手先別内訳 

（ｂ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 1,670 

預金   

普通預金 6,063,853 

郵便貯金 7,592 

小計 6,071,445 

合計 6,073,115 

相手先 金額（千円） 

㈱エイブル 342,367 

㈱山晃住宅 12,810 

㈱ハウスメイトショップ 8,160 

㈱キンキホーム 7,939 

㈱レオパレス２１ 7,330 

その他 186,350 

合計 564,957 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

495,144 10,351,800 10,281,986 564,957 94.8 19 



ｃ．商品 

ｄ．製品 

ｅ．仕掛品 

ｆ．貯蔵品 

② 固定資産  

    関係会社株式 

品目 金額（千円） 

ザガット東京2003年英語版 147 

Ｅコマース（CHINTAIショッピング）事業商品 1,197 

合計 1,344 

品目 金額（千円） 

ザガット東京2006年流通版 1,262 

マーケティングレポートvol.2 1,086 

ザガット関西2004/05年流通版 5 

合計 2,354 

品目 金額（千円） 

情報誌CHINTAI 16,444 

ザガット関西2006年版 16,182 

ザガット東京2006年オリジナル版 11,747 

ザガット東京2006年ＤＸ版 3,995 

ザガット東京2004/05年エリア限定版 1,368 

ザガット関西2004/05年オリジナル版 998 

ザガット関西2004/05年ＤＸ版 417 

合計 51,154 

区分 金額（千円） 

キャンペーン販促品 2,467 

合計 2,467 

区分  金額（千円） 

㈱エーシーサービス 333,452 

㈱エアーアンドシーサービス 154,453 

㈱エイビー・チンタイ 30,000 

㈱ＨＤＡ 10,000 

㈱サンスイ 3 

合計 527,909 



③ 流動負債 

ａ．買掛金 

ｂ．未払法人税等 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

凸版印刷㈱ 70,986 

大日本印刷㈱ 40,463 

㈱ＮＴＴクオリス 23,800 

㈱ＦＰＣ 19,305 

㈱アイワード 10,173 

その他 18,143 

合計 182,872 

区分 金額（千円） 

法人税 398,000 

住民税 89,000 

事業税 92,000 

合計 579,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は端株制度の適用を受けますが、現在端株は生じておりません。 

決算期 10月31日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 10月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券 

中間配当基準日 ４月30日 

１単元の株式数 ─── 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書の訂正届出書 

平成16年10月８日に提出した有価証券届出書に係る訂正届出書 

 平成16年11月４日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第13期）（自 平成15年11月１日 至 平成16年10月31日）平成17年１月28日関東財務局長に提

出。 

(3）半期報告書 

 （第14期中）（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日）平成17年７月28日関東財務局長に提出。 

(4）臨時報告書  

平成17年３月16日関東財務局長に提出  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。 

平成17年６月１日関東財務局長に提出  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号及び第２項第６号の２（提出会社完全親会社となる株

式交換）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年７月１日関東財務局長に提出   

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。  

平成17年７月25日関東財務局長に提出  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の

発行）の規定に基づく臨時報告書であります。  

平成17年９月16日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の

発行）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書の訂正報告書  

平成17年７月25日に提出した臨時報告書に係る訂正報告書  

平成17年７月27日関東財務局長に提出  

(6）自己株券買付状況報告書  

 報告期間（自平成17年９月16日 至平成17年９月27日）平成17年10月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年９月28日 至平成17年10月21日）平成17年11月16日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１月２７日

株式会社賃貸住宅ニュース社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社賃貸住宅ニ

ュース社の平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社賃貸住

宅ニュース社及び連結子会社の平成１６年１０月３１日現在の財務状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  関与社員 公認会計士 海 野 隆 善 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１月２７日

株 式 会 社 Ｃ Ｈ Ｉ Ｎ Ｔ Ａ Ｉ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＣＨＩＮＴ

ＡＩの平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＣＨＩ

ＮＴＡＩ及び連結子会社の平成１７年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１月２７日

株式会社賃貸住宅ニュース社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社賃貸住宅ニ

ュース社の平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社賃貸住宅ニ

ュース社の平成１６年１０月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  関与社員 公認会計士 海 野 隆 善 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１月２７日

株 式 会 社 Ｃ Ｈ Ｉ Ｎ Ｔ Ａ Ｉ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＣＨＩＮＴ

ＡＩの平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの第１４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＣＨＩＮＴ

ＡＩの平成１７年１０月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 
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